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はじめに 

 

社会の複雑化や高度情報化社会の進展に伴い、研究や産業の様々な場面において、

自然現象や人間の活動に関する複雑で大量の情報から、有益な情報を抽出し活用す

ることがより一層必要となってきている。このため、これらの諸現象の背後に潜む

原理や法則性を見出す等の新たな「ものの見方」が必要であり、それを可能とする

数学的アプローチが不可欠であるとの認識が、諸科学・産業でも高まっている。ま

た、暗号による情報セキュリティの強化、コンピュータ・グラフィックスによる映

像表現の高度化やこれまで表現できなかったものの可視化等、数学が用いられる分

野の社会的インパクトが増大している。 

一方、数学と諸科学・産業が協働して研究を行う取組については、平成 19 年度よ

り、独立行政法人 科学技術振興機構（ＪＳＴ）戦略的創造研究推進事業「数学と諸

分野の協働によるブレークスルーの探索」領域において研究が開始され、また、一

部の大学においても組織的な取組が行われ、新たな研究成果の芽が生まれつつある。

しかしながら、数学界においても、諸科学・産業においても、このような動きは一

部にとどまっているのが現状である。 

このような現状を改善し、諸科学共通の基盤である数学と諸科学・産業との協働

による研究を通じて、それぞれの課題の解決に貢献するとともに、既存の枠組みを

超えたイノベーションを生み出し、社会に広く貢献するための方策について検討を

行うため、「数学イノベーション委員会」（主査・若山正人 九州大学マス・フォア

・インダストリ研究所長）を平成23年に科学技術・学術審議会先端研究基盤部会の

下に設置し、平成24年8月に「数学イノベーション戦略（中間報告）」を取りまとめ

た後、さらに審議を重ね、委員会としての提言を「数学イノベーション戦略」とし

て取りまとめた。その構成は以下の通りである。 

 

Ⅰ．背景の整理 

数学と諸科学・産業との協働による研究を促進することが必要とされる背景や、

期待される効果や具体的な研究課題について整理した。  

 

Ⅱ．現状認識 

数学と諸科学・産業との協働に関する現状を整理し、問題点を抽出・分析した。 

 

Ⅲ．推進方策 

現状を改善するために必要な方策や環境整備について整理した。 

なお、本報告書でいう「数学」とは、いわゆる純粋数学のみならず、統計科学、

計算機シミュレーションをはじめ、現に応用を目的に研究が推進されている数学・

数理科学を含んでいる１。 

また、「数学研究者」とは、上記の「数学」の研究を行う者を意味している。 

           
１ 米国数学会発行の Mathematical Reviews (数学評論) による数学分野の分類を想定。

http://msc2010.org/mscwiki/index.php?title=MSC2010
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Ⅰ．数学イノベーションが必要とされる背景 

Ⅰ－１ 数学イノベーションの必要性 

（１）これまでに数学が果たしてきた役割 

古代における天体観測に基づく正確な暦や三角法に基づく測量がもたらした農

業生産の効率化から、近代における蒸気機関の原理の理解による産業革命、さら

に現代における計算機の発明による情報化社会の進展まで、数学はそれらを支え

る基盤（数学モデル等）を与え続けて来た。最も大きく発展した数学モデルの一

つが、ラプラス以来の予測のための様々な微分方程式である。また、「人間による

計算行為」をアルゴリズム化することで生まれたのが計算機（コンピュータ）で

ある。このように、数学による基盤の付与は社会構造そのものに大きなインパク

トを与えてきた。 

現象やものをモデル化する作業や、工学等におけるいわゆる設計作業の流れ（実

験・計測→現象やもののモデル化→シミュレーション→評価→モデルへの反映）

【参考１を参照】は、近代において構築され、基本的に現在も同じような作業が

行われているが、これに対して数学は基盤としての役割を十分に果たしてきた。

特に近年では、実験の効率化や複雑化に伴い、シミュレーションの重要性が格段

に増し、数学はそのためのソフトウェアとその基本となるアルゴリズムの基盤た

るモデルを提供するという役割を果たしてきた。 

 

（２）近年における数学の重要性の高まり 

近年、諸科学・産業において、以下のような様々な社会的・技術的要因から数

学を必要とする機会が飛躍的に増加しており、数学研究者が持つ科学的・論理的

思考能力が重要であることが認識されつつある。 

○多くの研究分野や産業において、計測技術や情報技術の進歩に伴い、大量デー

タや複雑なデータが容易に得られるようになり、その意味を理解することが研

究開発の進展に不可欠となっていること 

○経済・金融、環境・エネルギー問題、災害予測・防災、サイバー空間でのセキ

ュリティ等、諸科学・産業に固有の理論フレームワークに基づくモデル化だけ

では、捉えきれない複雑な現象や問題が増加していること 

○計算機性能の飛躍的向上、ソフトウェアの発達等に伴い、これまで簡単なモデ

ルで満足しなければならなかった現象についても、より複雑なモデル化が可能

となっていること 

○コンピュータ・グラフィックスや情報セキュリティのための暗号等、数学が用

いられる分野の重要性が増していること 

○整数論・位相幾何学といった従来応用には縁が薄かった分野においても、情報

通信・医学・防災等幅広い分野への応用が始まっていること 

 

（３）諸外国における状況 

米国をはじめとする諸外国においては、近年、数学の振興を図り、諸科学・産

業との連携を推進する取組が講じられている【参考２を参照】。 

例えば、米国では、1990 年代後半以降、STEM(Science, Technology, Engineering 
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and Mathematics)と称して、数学を科学・技術・工学に並ぶものとし、その研究

費を大幅に増強し、数学と諸科学との学際研究に力を入れている。そして、数学

の振興と諸科学・産業との連携の強化により、様々な成果をすでに生み出してい

る（検索ソフト、データ圧縮法、情報セキュリティのための暗号技術、コンピュ

ータ・グラフィックス技術等）。 

また、最近では、中国、韓国をはじめとするアジア諸国でも数学の教育・研究

への重点的な投資が行われている。中国では、2010 年に数学を中心に分野横断的

な役割を果たす数学研究所（国家数学・学際科学センター；National Center of 

Mathematics and Interdisciplinary Sciences(NCMIS)）が発足している。 

 

（４）我が国における状況 

①数学と諸科学・産業との協働の遅れ 

我が国における数学の本格的研究は、明治以来すでに取り組まれている、医学

や工学といった応用に直接結びついた分野よりかなり遅れ、1920 年頃に始まり、

伝統的に整数論や代数幾何学といった、いわゆる純粋数学分野に強みを発揮して

きたものの、統計学を含む応用数学分野は比較的手薄であった。 

このように、我が国では数学と諸科学・産業との協働が十分ではなかったため

に、応用につながる数学研究の成果を生み出しておきながら、実際の社会や産業

における応用は外国が中心になって行われ、国内では数学研究成果の果実を得る

ことができなかった例も見られる（例：伊藤清（元・京都大学名誉教授）による

確率微分方程式が、米国で金融に応用されるに至った）。 

また、我が国の研究活動や経済活動で用いられているソフトウェアの多くは外

国製のものであり、それらの土台となっている数学への関心や理解も十分ではな

く、国際競争上大きな問題と考えるべきである。そして、数学との協働による研

究成果は多様な分野へ影響を及ぼしながらも、外から見ると数学による貢献が見

えにくいため、数学と諸科学・産業との協働の動きや取組が進むことは期待でき

ず、このまま放置しておくと、経済活動や研究活動における国際競争力の強化が

困難となるおそれがある。 

このような状況を踏まえ、平成 18 年に文部科学省科学技術政策研究所 報告書

「忘れられた科学―数学」(Policy Study No.12、平成 18 年 5 月)において、我が

国の数学研究をとりまく厳しい状況、数学と諸科学・産業の分野融合研究の必要

性が指摘された。また、日本学術会議や関連する学協会からも、数学研究の重要

性や解決すべき問題点・必要な方策等について提言２がなされてきた。 

               

２ 「礎の学問：数学－数学研究と諸科学・産業技術との連携－」（平成 18年 5 月 日本学術

会議シンポジウム 提言） 

「我が国の数学力向上を目指す」（平成 18年 9 月 社団法人日本数学会 提言） 

「数理科学における研究と若手養成の現状と課題」（平成 20 年 9 月 日本学術会議 提言） 

「数理科学分野における統計科学教育・研究の今日的役割とその推進の必要性」（平成 20

年 8 月 日本学術会議 提言） 

「数理科学分野の展望」（平成 22 年 4 月 日本学術会議数理科学委員会 報告）） 
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②数学と諸科学・産業との協働に向けた取組 

我が国における数学と諸科学・産業との協働の必要性に対する指摘を踏まえ、

独立行政法人科学技術振興機構（ＪＳＴ）戦略的創造研究推進事業、世界トップ

レベル研究拠点プログラム(WPI)、数学・数理科学と諸科学・産業との協働による

イノベーション創出のための研究促進プログラム（数学協働プログラム）等によ

り、協働による研究、研究課題の発掘、組織体制の構築等について各種取組が行

われている。【参考３を参照】 

 

③諸科学・産業からの数学へのニーズの高まり 

諸科学分野の研究者を中心に、数学の力が必要であるとの意見が多く見られる

ようになってきている３。 

また、「第４期科学技術基本計画」（平成 23 年 8 月 19 日 閣議決定）においては、

「数理科学」を、「科学技術の共通基盤」、「複数領域に横断的に活用することが可

能な科学技術」と位置付け、それに関する研究開発を推進する旨を明記している。

このほか、文部科学省の「科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会」の下に

設置された分野別委員会の報告書４においても、シミュレーションによる予測やデ

ータからの有用な情報の抽出等、数学が貢献できる内容が記載されている４。 

このような状況のもと諸科学側が主導して数学と協働して推進する取組も始ま

っている。生命科学の分野では、平成 24 年度から、計測データから数理科学的手

法を用いて生命現象を理解し実験やシミュレーションで再構築するという「生命

動態システム科学推進拠点事業」が開始されており、情報科学の分野では、平成

25 年度から、JST 戦略的創造研究推進事業において、大量で多種・多様なデータ

（ビッグデータ）を有効に活用するための「ビッグデータ統合利活用のための次

世代基盤技術の創出・体系化」領域及び「科学的発見・社会的課題解決に向けた

各分野のビッグデータ利活用推進のための次世代アプリケーション技術の創出・

高度化」領域が始まっている。 

このように、数学や数理的手法への期待が高まりその期待に数学研究者が応え

るべき時期が到来していると言える。 

 

                
３  平成 21 年度 文部科学省委託調査「数学・数理科学と他分野の連携・協力の推進に関する調

査・検討」による数学専攻以外の国立大学教員 5000 人に対するアンケート調査において、回

答者の約 70％が「もっと数学・数理科学の力を専門分野に導入すべき。そうしないと将来、

世界での日本の研究レベルは危ういものとなるだろう」と回答している。 
４ 「新たなライフサイエンス研究の構築と展開」（平成 21 年 7 月 ライフサイエンス委員会）、

「『生命動態システム科学』の今後の推進のあり方について」（平成 23 年 7 月生命動態システム

科学戦略作業部会）、「情報科学技術に関する推進方策（中間報告）」（平成 23 年 9 月 情報科

学技術委員会）、「ビッグデータ時代におけるアカデミアの挑戦～アカデミッククラウドに関

する検討会 提言～」（平成 24 年 7 月 文部科学省アカデミッククラウドに関する検討会）、

「環境エネルギー科学技術に関する推進方策」（平成23年9月 環境エネルギー科学技術委員会）、

「航空科学技術に関する研究開発の推進方策について」（平成 18年 7月 科学技術・学術審議会 

研究計画・評価分科会） 
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④組織的な協働の必要性 

上記②で述べたように、諸科学・産業との協働への取組に数学研究者が積極的

に応答し参加し、③で述べたように、諸科学・産業から数学への期待が高まって

いるが、協働への本格的な取組は始まったばかりであり、数学と諸科学・産業と

の協働による研究の数がまだ少なく、その広がりは十分ではない。今後は、数学

研究者と諸科学・産業の研究者との関係を、これまでの個別の共同研究等の関係

から組織的でより広がりを持った関係へと発展させることが必要と考えられる。 

 

（５）数学イノベーションの必要性 

数学への期待に応え社会に貢献するためには、諸科学の共通言語である数学の

持つ力（具体的実体を抽象化してその本質を抽出し、一般化・普遍化する力）を

十分に活用して、様々な科学的発見や技術的発明を発展させ、新たな社会的価値

や経済的価値を創出する革新を生み出していくこと（数学イノベーション）が不

可欠である。 

このためには、数学研究者と諸科学・産業の研究者が互いの壁を乗り越え、協

働しながら継続的に研究を行い、その成果を数学イノベーションとして社会や数

学界へ還元し、さらに協働が促進されるための環境を整備する必要がある。 

なお、数学イノベーションを支える基盤として、いわゆる純粋数学等の基礎的

研究も、真にイノベーティブな成果を生み出す上で不可欠である。また、諸科学・

産業における研究者の数学的能力も重要な基盤であり、必要な人材の育成等によ

り、数学的能力の全体的な底上げを図ることも不可欠である。 
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Ⅰ－２ 数学イノベーションの効果 

（１）数学イノベーションにより期待される効果 

①諸課題の根源的な解決 

数学イノベーションにより、グリーンイノベーション、ライフイノベーション、

安全の確保、産業競争力の強化等の様々な課題について、個別分野の課題解決型

研究では難しい根源的な解決が可能となり、社会に強烈なインパクトを与えるこ

とが期待できる【参考４を参照】。例えば、諸科学・産業で得られている一連の実

験的または経験的事実を、一貫性のある論理で説明できる数学的理論が構築され

ることで、当該分野の研究開発に要する時間や経費が大幅に短縮される等の効果

が期待できる。 

さらに、従来の数学だけでなく、最新の数学理論、必要ならば新しい数学理論

を創り、それらを駆使して新たな理論体系を独自に構築し、課題を解決すること

も重要である。 

 

②数学そのものへの刺激、発展 

①で述べた諸課題の解決のために数学的なアプローチ法や手法が見出され、そ

れらが用いられるプロセスを通して、数学そのものが刺激を受け、数学自体の発

展につながることも期待できる。このような具体的課題の解決のために用いられ

た数学的なアプローチ法や手法は、数学研究者から見ると数学的厳密性を欠く場

合もあるが、むしろ新しい数学的課題発見のチャンスであることも多く、それら

を見逃さないことが重要である。 

このため、数学自体の発展のためにも、多様な科学技術研究現場、現実の問題

から議論を始め、数学の基礎研究へ議論をフィードバックすることが有用である。 

 

③研究成果の水平展開と思わぬ応用への拡がり 

諸科学の共通の言語である数学の研究成果は、実際の現象等を抽象化するが故

に汎用性が高い。このため、ある具体的課題に関する抽象的な数学的構造に着目

して得られた解決策は、普遍性・汎用性を帯び、全く別の具体的課題の解決に貢

献すること（成果の水平展開）が可能となり、その波及効果は計り知れないほど

大きい。これが数学イノベーションの一大特長であり、抽象と具象を自由に行き

来できる（具体的実体を抽象化し、また具体的実体に適用できる）という数学の

強みでもある【具体例は参考５参照】。 

また、数学研究の成果が、アイデアの発見・定式化以来数十年、場合によって

は一世紀以上経過してから思わぬ応用につながり、現代社会を根本から支えてい

る例も多い【具体例は参考５を参照】。このように、数学のどのような理論研究の

成果が、どこでどのような事実や現象と結びついて、どう使われるかは、原理的

に予見が困難である場合が多い。 
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（２）数学の効果を発揮させるプロセス 

 数学を活用することで、上記（１）で述べたような効果を生み出すには、以下

のようなプロセスが必要である。 

① まず、数学への具体的ニーズ（数学的知見を活用して解決が期待できる、諸科

学や産業界における課題）を発掘することが必要である。 

② 次に、発掘された現実世界の課題を「数学の問題」に落とし込むこと（例えば、

現象をモデリングすること、解きやすく定式化すること 等）が必要である。 

③ そして、この「数学の問題」を解き、その結果が現実世界の問題の解決に貢献

しているかという観点から検証し、必要があれば②の段階に戻って検討を重ね

る。 

 

（３）数学の様々な専門分野の参画、相互の連携・協力 

上記（２）のプロセスには、数学における特定分野の研究者が参画するだけで

は限界があり、数学における他の専門分野と連携・協力することで、これまでに

ない新しい発想により解決に導けるものもある。数学の様々な専門分野の研究者

が参画し、相互に連携・協力する必要性を示す例として、以下のようなものがあ

る。 

Ａ．現象を抽象化するモデリングとデータ駆動型のモデリングの協力 

数学ならではのアプローチとしては、以下の二つがあるが、双方がおのおの

の強みを活かしながら協力することが必要であり、双方のモデリングに関する

研究者が互いに協力することが必要である。 

○現象の抽象化のアプローチ（原理やメカニズムの解明、大域構造の抽出等） 

対象とする現象を抽象化するアプローチでは、その現象の抽象的な数学的

構造に着目して現象の背後にある原理やメカニズムを解明することや、対象

とする現象の全体像に着目して大域的構造を数理的に抽出すること等が可能

となる。この結果、複雑な現象やシステムの「本質」的な部分が明らかにな

り、変化が生じる前の「兆し」の検出、効率的・効果的な制御、情報の簡略

化・圧縮等に貢献することが期待できる。 

○データ駆動型のアプローチ（データからの有益な情報の抽出） 

近年の高度情報化社会の進展や計測技術の進歩、計算機性能の向上等に伴

い、ライフサイエンスをはじめ様々な分野において得られる情報量が急速に

増大し複雑化しており、その大量で多種・多様なデータ（ビッグデータ）を

有効に活用することが必要となっている現在、統計学等のように、確率的考

え方に基づいたデータ駆動型の帰納的手法による数学研究が、数学の社会へ

の拡がりと深化のためには重要である。また、演繹的と言われる純粋数学研

究の場合でも、多数の例の計算やその結果の比較等、少なくない試行錯誤を

通して行われるのが普通である。 

このデータ駆動型のアプローチでは、対象とする現象のデータからその現

象を浮き彫りにすることが可能となり、将来の変化の正確な予測や効果的な

対処法の提示、データに基づく客観的な意思決定等に貢献することが期待で

きる。 

Ｂ．あまり応用されてこなかった数学分野との連携・協力 
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伝統的な応用数学（数理解析、最適化、逆問題など）や統計学だけでなく、

これまであまり応用されてこなかった数学分野（整数論・位相幾何学等）の応

用も重要であり、これらの数学分野の研究者との連携・協力も必要である。 

例えば、平成 19 年度より開始した JST 戦略的創造研究推進事業「数学と諸分

野の協働によるブレークスルーの探索」領域においては、様々な専門分野の数

学研究者が相互に情報交換や議論をすることを通じ、当初用いていた解析的手

法ではなく微分幾何が有用であることが分かり研究が加速した例もある５。 

 

 このほか、数学へのニーズに的確に応えるためには、既存の数学的知見や手法

を活用するだけではなく、新しく数学を作ることも必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               
５ 大動脈瘤治療後の個人差の原因を探るための大動脈形状の数理モデル化研究において、当初

はコンピュータによる数値シミュレーションといった解析的手法を試みていたが、その後、

微分幾何の専門家からのアドバイスにより、微分幾何を活用した少ないパラメータによる記

述が可能になり研究が加速した
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Ⅱ．数学イノベーション推進に当たっての現状認識 

Ⅱ－１ 数学へのニーズ発掘に向けた取組の不足 

（１）数学へのニーズの見えにくさ 

数学は諸科学共通の言語であり、現象の本質を抽出し、簡明なアイデアを提供

できるという特性を有している。この特性を発揮して諸科学・産業における課題

の解決に貢献するためには、諸科学・産業が扱うような具体的課題への理解とそ

の抽象化（例：現象を支配する法則を数理モデル化すること）が必要である。 

この抽象化によって獲得できた普遍性が、諸科学・産業における課題の根源的

解決や成果の爆発的な水平展開（特定の科学分野・産業における課題解決に貢献

した数学的知見が様々な分野・産業へも活用されること）を可能としている【Ⅰ

－２（１）③参照】。これがまさに、数学の持つ最大の強みであると言える。 

一方、具体的現実からの乖離（抽象化）など数学特有のアプローチのため、数

学による貢献は外から見えづらく、諸科学・産業において、数学的知見の活用に

よる解決が期待できる課題は必ずしも十分に認識されておらず、具体的なニーズ

はなかなか顕在化しないのが現状である。 

（２）数学へのニーズを発掘し、具体的な研究へつなげる必要性 

このような現状を打破するためには、顕在化しにくい数学へのニーズを積極的

に発掘し、そのニーズに応えられる数学的知見や手法を見出し、具体的な課題解

決型研究へとつなげていくことが必要である。具体的には、数学研究者と諸科学・

産業の研究者が出会い、様々な課題について既存の枠組みを超えて領域横断的に議

論する場として、両者の連携による研究集会やワークショップを継続的に開催し、

数学的知見や手法の活用による解決に向けた作業を行うことが必要である。 

なお、平成 23 年度には、文部科学省と大学等との共催により、数学と諸科学・

産業との連携による研究課題の発掘を目的とした「数学・数理科学と諸科学・産

業との連携研究ワークショップ」が 22 件開催されているが、その経験等から、数学研究

者と諸科学・産業の研究者との連携によるワークショップの企画運営に、必要な手法や

ノウハウを整理した【参考６を参照】。 

 

（３）現状の問題点 

①「出会いの場」「議論の場」としてのワークショップ・研究集会 

平成 23 年度から開催されている文部科学省と大学等の共催による「数学・数理

科学と諸科学・産業との連携研究ワークショップ」や、平成 24 年度から実施あれ

ている文部科学省委託事業「数学協働プログラム」におけるワークショップ等は、

一定の効果と人脈作りに貢献しているものの、まだ数が少なく散発的・個人的な

取組にとどまり、十分な広がりをもたらしているとまでは言えないのが現状であ

る。このため、以下のような問題につながっている。 

○新規にこのようなワークショップに参加する人材を十分に取り込めていない。 

○ワークショップ等の企画（議論のテーマや参加者の設定）が主に運営責任者

の専門分野等の個別の視点から行われており、諸科学・産業のニーズを踏ま

えつつ、全体を俯瞰して潜在する課題や価値を見抜き、その課題の解決に有
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用な数学分野を見抜いた上で行われていない。 

○議論を通じて有益な情報（事例や経験・ノウハウ等）が得られても、その集

約・蓄積までは行われておらず、時間の経過とともに散逸し、外からは見え

なくなってしまう。 

○諸科学・産業から見て、「どこの、どの数学研究者に、どのように」相談を持

ちかければよいか分からない。 

○議論を通じて課題が発掘されても、継続的な研究資金の不足、大学等の数学

研究者の時間の不足もあり、その課題解決のための具体的な研究へはなかな

か発展しない。 

 

②数学研究者と諸科学・産業との協働による研究 

平成 19 年度から実施されている JST 戦略的創造研究推進事業「数学と諸分野の

協働によるブレークスルーの探索」領域や、平成 21 年度から 25 年度まで実施さ

れた FIRST の「複雑系数理モデル学の基礎理論構築とその分野横断的科学技術応

用」プロジェクト等を通じて、数学研究者と諸科学・産業との協働による研究の

成果が出つつある。 

しかし、このような研究自体がまだ少なく、その研究成果に含まれる数学的知

見や理論の応用・展開は発展しつつあるものの、この分野の重要性を考えるとこ

れらのみではまだ十分ではない。今後さらに、数学の研究成果の実用化や別分野

への応用・展開を活性化することが不可欠である。 

 

 

Ⅱ－２ 数学イノベーションに必要な人材の不足 

（１）数学と諸科学・産業との協働を担う「橋渡し」人材の確保・育成の必要性 

数学研究者と諸科学・産業の研究者との間には、使用する言語や用語、何を目

指し何を評価するかといった評価尺度（文化）、時間感覚等において隔たりがある。

また、諸科学や産業の現場における個別的・具体的要請を数学の一般的・抽象的

方法とうまく結びつけ、「数学の問題」に置き換えるには、数学の専門性や、諸科

学・産業における現実の問題についての一定の理解力を有していることに加え、

諸科学・産業とコミュニケーションする能力や、ものごとの全体を俯瞰する能力

が必要で、それらを身につけるには相応の経験が必要とされる。 

このため、数学と諸科学・産業との協働による研究を促進するに当たっては、

両者間の隔たりを埋め、「橋渡し」をすることのできる人材を確保するとともに育

成することが不可欠である。 
 

（２）現状の問題点 

 しかしながら、伝統的に我が国の数学研究ではいわゆる応用数学分野が比較的

手薄だったこともあり【Ⅰ－１（４）を参照】、現状では、数学と諸科学・産業と

の協働を担う人材、「橋渡し」をする人材が不足していることは明らかである。 

その原因としては、大学の数学教育研究組織において、諸科学・産業との間を

結ぶ人材を育成する必要性が十分認識されてこず、数学専攻学生の進路も大学教

員や高校教員等が中心で広がり欠けていたこと、数学界においては、主にいわゆ
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る純粋数学の成果（新たな定理の発見・証明等）が評価されるため、諸科学・産

業との協働への意欲へ結びつきにくかったことが挙げられる。一方、我が国の企

業においても、数学を活用しようとする意識が十分ではなく、数学的知見を有する人

材の必要性が十分に認識されてこなかったこと等も原因として挙げられる。さらに、

近年、我が国の大学や産業界において、成果を早急に求めるあまりコンピュータ

の計算能力のみに依存し、その土台となる数学や数学研究者による協力の必要性

が認識されていない傾向があることも影響を与えている。 

しかし、コンピュータの性能向上と、問題を適切にモデル化して計算量の適正

化や計算精度の向上等につなげていく能力とがあいまってはじめて、より真実に

近い現象把握と記述が可能になると言える。従って、諸科学・産業においても数

学の重要性を十分認識し、研究者・技術者の数学的能力の向上を図る等、数学的

能力の全体的な底上げが必要である。 

  また、大学の学部や大学院で数学を専攻した後、諸科学・産業に進み、活躍し

ている研究者も少なからず存在しており、このような数学出身者を数学研究者と

の間をつなぐ人材として活用することが有益であるが、実際にはこれらの数学出

身者と数学研究者との接点は非常に限られてきたのが現状である。 

 

 

Ⅱ－３ 関係者の認識の不足 

（１）数学の有用性に関する理解の不足 

ある現象を説明できる数学的理論が生み出されると、その現象以外にも幅広く適

用可能になり、その波及効果は極めて大きい【Ⅰ－２（１）③を参照】。 

しかし、数学がこのような力を持ち、現実社会に貢献していることが、現状で

は、諸科学分野・産業、次代を担う小学生、中学生や高校生をはじめとする社会

一般において十分理解されているとは言い難い。 

小中学生については、OECD 生徒の学習到達度調査（PISA2012）において、「日本

は数学的リテラシーが OECD 加盟国中 2位となり、2006 年に比べ有意に上昇してい

るものの、数学に対する興味・関心をもつ生徒や、有用性を感じる生徒の割合は

OECD の平均に比べるとまだ低い」という結果が出ていることからもうかがえる【文

部科学省国立教育政策研究所「OECD 生徒の学習到達度調査～2012 年調査国際結果

の要約～」参照】。 

この数学の持つ力への理解度が高まれば、数学と諸科学・産業との協働が加速

することが期待できる。 

 

（２）共同研究における知的財産権に関する認識の不足 

これまで述べてきたとおり、数学研究者との協働は、両者にとって有益であるばかり

でなく、社会的な課題の解決や産業活動においても波及効果が期待される。このため、

すでに数学研究者と企業との共同研究が進められているものもあり、今後も産業との協

働が進む可能性がある。 

しかしながら、企業との共同研究にあたり認識しておくべき、知的財産権や守秘義務を

はじめとする事項【参考７を参照】が、数学研究者には十分認識されているとは言えな

い。 
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Ⅱ―４ 組織的な体制の不足 

Ⅰ－１（４）②で述べたように、諸科学・産業との協働への取組に数学研究者が

積極的に応答し参加し、また、一部の大学や企業においては組織的な取組が進みつ

つあるが、全国の数学研究者や諸科学・産業界を巻き込みながら数学イノベーショ

ンを推進する上では、より組織的な体制の構築が必要。 
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Ⅲ．数学イノベーションの推進方策 

Ⅲ－１ 数学へのニーズの発掘から数学と諸科学・産業との協働へつなげるために

必要な活動 

諸科学・産業において、数学的知見や手法を活用することにより解決することが

期待できる具体的な課題（数学へのニーズ）を発掘し、その解決に貢献し得る数学的

知見や手法（シーズ）とのマッチングを図るための試行錯誤をしながら、数学と諸科学・

産業との具体的な協働の可能性を見極めて具体的な課題解決型研究につなげていく

ためには、以下の活動を行う必要がある。 

 

（１）「出会いの場」、「議論の場」の量的・質的拡充 

数学研究者と諸科学・産業の研究者が出会い、諸科学や産業における様々な

課題に対して数学的なアプローチによる解決法を探るための集中的な「出会い

の場」、「議論の場」を適切に設ける。「出会いの場」、「議論の場」の方式として

は、例えば以下がある。 

 

① 幅広いテーマを設定し、短期間（1 日程度）、自由に討議する研究集会やワー

クショップ 

② 諸科学・産業が抱える個別具体的な課題を数学研究者に提示し一定期間（一

週間程度）連続して集中的に議論するスタディグループ 

③ 数学研究者が、数学の応用事例やそこで使われている数学を諸科学・産業の

研究者、数学研究者に対して分かりやすく伝えるチュートリアル 

上記①のワークショップについては、平成 23 年度から文部科学省と大学等の

共催で開催してきた「数学・数理科学と諸科学・産業との連携研究ワークショ

ップ」や、平成 24 年度から統計数理研究所に委託して開始した「数学協働プロ

グラム」のワークショップとして実施されており、②のスタディグループにつ

いては、平成 22 年度から九州大学や東京大学により実施されており、平成㉕年

度からは「数学協働プログラム：」の一環として実施されているものもある。

③のチュートリアルについても「数学協働プログラム」や各大学等において実

施されている。 

上記以外にも、協働相手の分野や業界、研究の進捗状況等に応じて様々な方式が

考えられる。例えば東北大学においては新たな研究分野を切り開くことを目的に、

国内外トップレベルの研究者を中心に長期間（3か月程度）滞在して、集中的に議

論する訪問滞在型の取組が始まっており、今後の展開が注目される。 

今後は、上記のような「出会いの場」、「議論の場」の数を増やすとともに、若

手研究者をはじめとする新規参入者を取り込むことや、いわゆる純粋数学者も

含めた幅広い専門分野の数学研究者の参加を促進するなど、参加者の範囲の拡

大に努める必要がある。また、「出会いの場」、「議論の場」のテーマや発表者・発

表課題の設定が、諸科学・産業の全体を俯瞰し、数学的知見の活用による解決が

期待できる課題を見定め、その解決に必要な数学分野を見抜いた上で実施され

るようにするとともに、開催後に共同研究につながるような工夫が必要である。 
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（２）諸科学・産業からの相談への対応 

諸科学・産業が抱える課題の相談に対し、その解決に役立ち得る数学的知見や

手法について助言し、貢献し得る専門分野の数学研究者を紹介できるような体制

を構築する。このためには、（１）の「出会いの場」、「議論の場」に参加した数学

研究者をはじめとする全国の数学研究者からなる機能的なネットワークを構築し、

活用することが必要である。これにより、諸科学・産業に対して「どこの、どの

数学研究者に、どのように」相談を持ちかければよいかを明示できるとともに、

相談の結果、必要とされる数学のレベルや分野が分かり、数学と諸科学・産業と

の協働による具体的研究への発展が期待できる。 

 

（３）情報の関係者間での共有・活用 

（１）の「出会いの場」、「議論の場」における議論を通じて得られた情報（例：

発表者や参加者の情報、発表や議論の内容、明らかになった課題、その解決に役

立つ数学的手法、出会いや異分野連携の経験・ノウハウ等）や、全国における数

学と諸科学・産業との協働に関する情報等を整理し、関係機関や関係者(「出会い

の場」「議論の場」の主催機関や参加者等)との間で共有・活用できる仕組みや、

数学研究者向けに具体的応用事例とそこで用いられた数学的手法を紹介するよう

なチュートリアルも必要である。 

 



 18 

Ⅲ－２ 数学研究者と諸科学・産業との協働による研究の推進 

（１）取り組むべき研究課題の整理例 

上記のⅢ－３（１）の「出会いの場」、「議論の場」で発掘した具体的な課題（数

学へのニーズ）については、その解決に貢献し得る数学的知見や手法（シーズ）と

のマッチングを図りつつ、その課題解決を目指した数学と諸科学・産業との協働によ

る研究へとつなげていく必要がある。 

このような「出会いの場」、「議論の場」として、平成 23 年度から文部科学省

と大学等の共催で開催してきた「数学・数理科学と諸科学・産業との連携研究ワ

ークショップ」や、平成 24 年度から統計数理研究所に委託して開始した「数学協

働プログラム」のワークショップの結果等を踏まえ、数学と諸科学・産業との協

働により取り組むべき研究課題を抽出し、以下のように整理した【詳細は別表を

参照】。 

 

＜課題解決のために必要な研究課題の整理例＞ 

◆大量で、多種・多様なデータ（ビッグデータ）複雑な現象やシステム等の構

造の解明 

◆局所的なデータ、スパースなデータから大域的データを構成 

◆将来の変動の予測 

◆リスク管理 

◆最適化 

◆可視化（ビジュアライゼーション） 

◆学術的な真理の探究 

 

（２）今後重点的に取り組むべき研究課題の例 

上記（１）のワークショップの開催後に、具体的進展（例えば、競争的資金の

取得、知的財産権の取得、共著論文の学術誌への掲載等）が見られたものがある。

【参考８を参照】。 

また、本委員会では、どのような社会的活動をどのような数学の活用により解

決できるかについて、社会的課題からのアプローチや数学的手法からのアプロー

チに基づき、以下のような課題について検討を行った。今後は、課題の優先度や

具体的な研究の進め方等について関係する機関や学協会での議論が深められ、具

体的研究につながることが期待される。 

 

○ 人の五感の数理的記述による物作りやサービスの革新 

数学、情報科学、認知科学、知覚科学などが総合的に連携し、脳の情報処理に関

する数理モデルを構築することで、人の五感を通した感じ方、感性の理解を目指す。 

これにより、人が心地良く感じるデザインのものづくり・サービスの実現が期待され

る。 

数学では、統計的モデリング、多変量データ解析法、確率論、グラフ・ネットワーク

理論、機械学習等の貢献が考えられる。 

 

○ インフラ、ネットワーク、生物等の自己修復ダイナミクスの解明 
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インフラストラクチャーやネットワーク、生物などが、傷や破壊等の外的変化に対し、

自発的に破壊箇所を見つけ、修復可能かを判断し、自己修復あるいは代替措置を自

律的に行う数理的機構を解明する。 

これにより、インフラストラクチャーや生物等の一部が破壊された時の全体への影

響を予測・理解することが期待される。 

数学では、自己組織化パターンダイナミクス、逆問題、ニューラルネットワーク理論、

メカノケミカルフロー、計算トポロジー等の貢献が考えられる。 

 

○ 材料のスマートデザインによる材料開発の飛躍的効率化 

材料科学、計算科学等と連携し、材料の機能発現の原理を数学的に解明し、スマ

ートな材料設計手法の開発を目指す。 

これにより、経験と勘に頼る材料開発の時間・費用の大幅な削減と、より安全で多

機能な材料の設計が期待される。 

数学では、離散的なパターン形成理論、ネットワーク理論、リーマン幾何学、フィン

スラー幾何学等の貢献が期待される。 

 

○ 変化の前の「兆し」の検出による効果的で低コストな対応の実現 

医学、生物学、経済・金融学、気象学、土木工学など様々な分野と連携し、

正常状態から異常状態に移行するプロセスの数学的記述や、関連データの解析

を通じて、異常状態に移行する前の「兆し」を検出することを目指した研究を

行う。 

これにより、病態悪化、感染症伝搬、経済・金融変動、気候変動、インフラ

老朽化等のリスクが顕在化する前の効果的かつ低コストの対応が可能となるこ

とが期待される。 

数学では、数理モデリング、動的データ解析法、力学系理論、ネットワーク

理論、非線形時系列解析理論をはじめ様々な分野の数学の貢献が期待される。 

 

○ ビッグデータからの有益な情報の抽出 

近年の情報通信技術の発展により出現したビッグデータに対応し、第 4 の科

学学的方法論（データ中心科学）を確立するため、情報学やビッグデータを生

み出す領域（生命科学、地球科学、環境科学、金融、流通、通信など多くの領

域）と連携した研究を行う。 

これにより、ビッグデータから有益な知識を獲得することが期待される。 

数学では、可視化、クラスタリング、ベイズモデル、非線形多変量モデル、

グラフィカルモデル、データ同化など 

 

○ 産業のプロセスの効率化や災害対策等に資する最適化手法の高度化 

多くの問題において、最適化問題に帰着されるのにそれを知らないために適

切なモデル化がなされていない場合が多い。これを改善し、幅広い問題に活用

できる最適化手法の研究を行う。 

これにより、産業の設計・製造・販売等プロセスの効率化、防災・緊急時対

応の改善、農業のＩＴ化等の様々な問題について、限られた資源を有効に活用
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し、少ない労力で最大の効果を導くことが期待される。 

数学では、様々な最適化手法の貢献が期待される。 

 

○ 計算機アルゴリズムの現代数学の応用による高度化 

計算アルゴリズム研究において、ベースとして使われている数学は現代数学

の一部に留まっているため、計算科学や計算機科学との連携により、現代数学

の利用による計算アルゴリズム研究を進める。 

これにより、計算効率の向上、高速化・精度向上などに貢献することが期待

される。 

数学では、代数幾何、表現論・非可換調和解析、計算数論をはじめ様々な分

野の数学の貢献が期待される。 

の貢献が期待される。 

 

○ 22 世紀に向けての社会システムデザイン 

エネルギー科学、環境科学、生命科学等と連携し、個別の課題に対するモデル全

体を包括する数理モデルを構築することで、個別の課題が全体に及ぼす影響の理解

を目指す。 

これにより、個々の問題が地球規模に対してもたらす影響を予測・理解したうえで、

社会全体として目指すべき方向性を決めることが期待される。 

数学では、モデリング、データ解析に用いられるあらゆる手法の貢献が期待され

る。 
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Ⅲ－３ 数学イノベーションに必要な人材の育成 

（１）数学界における人材の育成 

①諸科学・産業との協働への参画を通じた人材の育成 

数学研究者が諸科学・産業の研究者との協働を進めるには、様々なギャップ（用

語、文化、時間感覚等の隔たり）を乗り越え、諸科学・産業の具体的課題を「数

学の問題」に置き換える必要があり、数学の専門性に加え、諸科学・産業とコミ

ュニケーションする能力や、ものごとの全体を俯瞰する能力が必要で、それらを

身につけるには相応の経験が必要とされる【Ⅱ－２（１）を参照】。 

このため、諸科学・産業との協働を担う数学研究者を効果的に育成するには、関心

のある数学専攻の若手研究者を雇用し、数学と諸科学・産業との協働による研究集会

やワークショップ等の企画運営や研究プロジェクト等に参画させ、諸科学・産業の

現場における具体的課題を「数学の問題」に置き換える経験を積ませることが効果

的である。 

また、このような若手研究者に経験を積ませるに当たっては、多くの経験を持

つシニア人材が「メンター」としてアドバイスを与えながら進めることが効果的

である。 

 

②国際的な交流による人材の育成 

一方、数学と諸科学・産業との協働の取組が進んでいる諸外国から若手研究者

を中心に一定期間受け入れ、諸科学・産業との協働に関する活動に参画させるこ

とにより、我が国の若手研究者が刺激を受けるとともに、協働に必要なノウハウ

や手法を学ぶことも期待できる。また、諸科学・産業との協働に関心のある我が国

の若手数学研究者を一定期間、このような協働の拠点たる海外数学研究機関に派遣

することも効果的である。 

また、このような個人レベルや大学等の機関レベルでの国際交流だけでなく、

学協会や学術団体レベルでの国際的な交流・連携を図ることが、我が国の数学研

究の国際的プレゼンスの向上にも効果的である。特に、近年、経済のみならず科

学研究においても発展を続けているアジア地域において、数学関係の学協会や学

術団体間の交流・連携を強化することは重要であり、我が国では日本数学会等が

中心となってアジア諸国の関係数学会と協力してアジア数学連合結成に向けて取

り組んでいる。このような活動を通じて、若手研究者に国際的な場での発表の機

会を与えたり、表彰制度を設けたりすることは、我が国の数学研究、特に若手研

究者の国際的プレゼンスを向上させる上で効果的である。 

 

③大学の数学教育研究組織における人材の育成 

大学の数学教育研究組織における教育内容の工夫も有効である。例えば、学部

段階で数学の基礎的訓練を時間をかけて行うほか、最低限のコンピュータ言語や

数理モデル・シミュレーション、統計数理、確率論、計算幾何（グラフ理論、ト

ポロジー等）といった応用につながる教育を拡充することが望まれる。 

また、大学院では、専攻分野にとらわれない幅広い視野を身につけさせるため、

修士論文のテーマとは別のテーマも学ぶことができるようにする等の方策を講じ

ることが望ましい。例えば、米国の大学院においては、自分の専門外の分野のト
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ピックを選び、一定期間（例えば数週間）内に、独力でその解説を書き上げる「マ

イナーセーシス」という科目がある。博士号を取得する前にこれに合格する必要

があり、これにより専門外の分野についても独自に概略を習得する能力を鍛える

ことができる。 

このような教育を通じて、数学の専門性だけでなく、実際の課題解決に必要と

される多様な局面へ対応する能力や、ものごとの全体を俯瞰する能力を身につけ

ることが期待できる。 

 

④新たなキャリアパスの構築 

このような諸科学・産業との協働を担う人材を育成すること、すなわち幅広い

視点を持ち、諸科学・産業とコミュニケーションができる人材を育成することは、

従来の数学専攻博士課程修了者の進路をさらに拡大し、数学以外の分野への進出、

大学以外の新たなキャリアパス構築の必要があることを意味している。 

このためには、保険・金融、IT 関連のみならず製造業をはじめとする幅広い業

種の企業等への学生及びポストドクターのインターンシップが有益であるが、そ

の前提として、企業における数学の重要性の認識、大学教員の意識改革が重要で

ある。また、インターンシップ開始前の受入先と学生との適切なマッチングはも

ちろん、大学におけるインターンシップ開始後のフォローアップも重要である。  

また、学生と企業との接点を増やすことも必要であり、数学専攻学生に、企業

における数学専攻出身者の活躍事例や数学の活用事例を知ってもらうことも重要

である。一方、企業に数学専攻学生の持つ力を知ってもらうことも必要である。

このためには、各大学の取組のほか、日本数学会や日本応用数理学会のキャリア

パスセミナーのような学協会の取組も有効である。さらに、近年の高度情報化社

会の進展や計測技術の進歩、計算機性能の向上等に伴い、大量で多種・多様なデ

ータ（いわゆるビッグデータ）の分析から分析結果のビジネスへの反映までを視

野に入れた活動のできる人材が必要とされており、数学・数理科学的バックグラ

ウンドのある博士課程修了者を活用し育成することが効果的である。 

  

⑤数学界における諸科学・産業との協働による成果への評価 

数学側において、数学と諸科学・産業との協働で生まれる研究成果を積極的に

評価することも重要である。 

このためには、①研究成果の発表の場としてのジャーナル（学術雑誌）の育成

やトップジャーナルの活用、②学会間の組織的交流（情報の提供、共同ワークショ

ップ、講演者の相互招待等）の促進、③数学側における、特許やソフトウェアの開発

等に対する積極的評価、④諸科学・産業との協働に取り組む若手研究者へのインセン

ティブの付与（学会等と連携し、諸科学・産業との協働に取り組んだ若手研究者に成

果発表の機会を与え、優秀な成果は表彰すること、評価基準を明示すること等）が望

まれる。 

（２）諸科学・産業における人材の育成 

①諸科学における人材の育成 

 数学以外の諸科学において、数学との協働を促進するための人材を育成するた

めには、学部段階において、数学への理解力向上を目指した教育が重要であると
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考えられる。その際には、数学研究者が数学以外の分野において講義・教育する

ことも、教育効果の観点からだけでなく、課題発掘や当該分野との連携のきっか

けになるという意味においても有益であると考えられる。このためにも、数学研

究者が他分野において教育を行う体制の整備や充実が、これまで以上に重要とな

ってきている。 

また、諸科学分野の若手研究者や学生が一定期間集中して数学研究者と自由に

議論できる機会を設け、自らの抱える問題を解決するには数学研究者と協働する

ことが有益であるとの認識を持ってもらうことも重要である。 

なお、大学の学部や大学院で数学を専攻した後、諸科学・産業に進み活躍して

いる研究者が、Ⅲ－１（１）で述べた「出会いの場」、「議論の場」に積極的に参

加し、数学研究者との間をつなぐ役割を果たすこと等も効果的である。また、諸

科学分野において数理的な研究を行っている分野（例えば、理論物理、計算化学、

数理生物学、情報科学、計算科学等）の研究者が数学研究者との間をつなぐ役割

を果たすことも有効である。 

 

②産業における人材の育成 

産業において数学との協働を進めるためには、数学研究者とのコミュニケーシ

ョンができ、個別の具体的課題を数学研究者により解決できるような「数学の問

題」に置き換えることのできる人材が必要になると考えられる。現に一部の企業で

は、このような人材が中心となって数学研究者との協働による研究を行っている例が

ある（当委員会において、取組状況について聴取）。 

このためには、産業において数学のバックグラウンドを持った人材が採用される

ことが望ましく、これを促すためにも、産業において数学の重要性が認識される

ことが重要である。このため、数学側から産業に対して、数学により解決できた

事例を紹介したり、数理的思考の重要性を宣伝したりすることにより、数学の持つ力

を認識させる取組が効果的であると考えられる。 
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Ⅲ－４ 情報の発信等 

（１）情報の発信 

①諸科学・産業向けの情報発信、成果の展開[ 

 

これまで数学研究者と接触の少なかった諸科学・産業の研究者・技術者に数学

の有用性を認識してもらうためには、諸科学・産業界向けのシンポジウムや講演

会の開催数学により課題を解決した事例等を、誰にでも理解できるように紹介す

ることが有効である。をこれにより、潜在する数学へのニーズを掘り起こすととも

に、将来の数学との協働相手を開拓することが期待できる。 

また、数学と諸科学・産業との協働による研究の成果が様々な分野で活用され

るようにするためには、これまでの研究成果から実用化や他分野への水平展開の

可能性があるものを抽出し、「どのような分野のどのような課題にどのような数学

がどう使われたのか」等の分かりやすい形で整理し、ウェブページへの情報の蓄

積・プレスリリース等を通じて、外に向けて発信する必要がある。 

① 一般向けの情報発信 

また、次代を担う小学生や中学生、高校生を含む一般の方を対象にした講演会

等を開催して、数学の社会での活用事例や最先端の研究等を紹介し、数学が現実

社会に貢献していることを知ってもらい、数学に対する興味関心や数学学習への

意欲を高めてもらうことも、将来の数学イノベーションの基盤として重要である。

例えば、JST 戦略的創造研究推進事業の「数学と諸分野の協働によるブレークスル

ーの探索」領域の活動の一環として、さきがけ研究者が中心となって主に高校生

向けに数学の応用の事例を紹介する「数学キャラバン」のような活動や、各大学

や「数学協働プログラム」において一般向けの講演会やシンポジウム等も行われ

ており、このような活動がさらに拡大することが期待される。なお、このような

情報発信を円滑に行うには、一般向けに発信すべき事例等の情報を蓄積・整理す

ることや、講演会等を企画運営できる人材が必要である。 

 

（２）共同研究における知的財産権に関する情報の提供  

 まずは、Ⅱ－３（２）で述べたように、企業との共同研究にあたり知的財産権や守

秘義務をはじめとする事項【参考７を参照】を数学研究者に認識してもらうことが重

要であり、そのために大学において専門家による講習会を開くことや、ＴＬＯ等の相

談窓口の存在を周知することが重要である。 

また、大学においてホームページ等を積極的に活用して、一般的な注意事項や

事例等の情報を共有することも重要である。
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Ⅲ―５ 数学イノベーションの実現に向けた必要な体制 

（１）拠点及び拠点間の協力体制の構築 

Ⅲ―１からⅢ－３に掲げた諸活動を、協働相手となる諸科学・産業から「見え

る」形で継続的に実施するには、諸科学・産業との協働に関心と意欲を持つ個々

の数学研究者による個人的な活動だけでは限界があり、より組織的かつ全国的な

活動が必要となる。 

このため、こうした諸活動が、その重点の置き方を工夫しながら効果的に実施

され、数学と諸科学・産業との協働の中核となる「拠点」を設ける必要がある。 

また、具体的な課題解決にどのような数学的知見や手法が役立つのかは、予測が

困難である【Ⅰ－２（１）③を参照】ため、数学と諸科学・産業との協働による課題

解決を目指した研究を効果的に実施するためには、多様で幅広い専門分野の数学研

究者を育成し、全国の数学研究者の能力を結集する必要がある。 

このため、単独の大学等の取組だけでは、数学研究者の量的規模のみならず、カバ

ーする数学の専門分野の範囲から見ても十分な対応は困難であり、数学と諸科学・

産業との協働の「拠点」となる複数の大学等が、おのおのが擁する研究人材や、

内外のネットワーク、過去の活動実績等を踏まえた強みや特色を活かしつつ、互

いに協力して諸科学・産業との協働やそれを担う人材の育成及び確保に向けた活

動を行う全国的な体制を国が主導して設ける必要がある。 

さらに、これらの「拠点」の運営に当たっては、数学の専門性を有しているの

みならず、諸科学・産業における現実の問題についても一定の理解力を有し、数

学的知見の活用による解決が期待できる課題を見定めることのできる数学研究者

の指導・助言が得られること、数学専攻の若手研究者（ポストドクター等）にも課

題の掘り下げや研究の機会等、諸活動の実施において重要な役割が与えられることが

必要であり、また、諸科学・産業の側にも若手研究者の受け入れ、共同作業について

理解があること等が必要である。これにより、諸科学・産業との協働を担う数学研究

者の効果的育成が期待できる。このほか、これらの「拠点」における諸科学・産業

との間の「橋渡し」役としては、大学の学部や大学院で数学を専攻した後、諸科

学分野や企業で活躍している研究者・技術者や、相応の経験を積んでいるシニア

系人材を活用することも有益である。このような「拠点」の活動を通じ、数学研

究者と諸科学・産業の研究者との間のつながりがより太く緊密になるのみならず、

個人と個人の関係から、組織的でより広がりを持ったネットワークへと発展して

いくことが期待できる。 

 

（２）現状の体制 

このような数学と諸科学・産業との協働の中核となる「拠点」として、大学共

同利用機関である統計数理研究所と共同利用・共同研究拠点である京都大学数理

解析研究所に加えて、平成 25 年度から産業数学の研究拠点として九州大学マス･

フォア･インダストリ研究所が、26年度から現象数理学研究拠点として明治大学先

端数理科学インスティテュートが、それぞれ共同利用・共同研究拠点に認定され、

幅広い数学の専門分野が諸科学や産業と協働する全国的体制が整備されている。

また、その他の大学でも、数学と諸科学・産業との協働のための拠点の整備が進

められている【参考３を参照】。 
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そして、これらの拠点が互いに協力して実施する「数学・数理科学と諸科学・

産業との協働によるイノベーション創出のための研究促進プログラム(数学協働

プログラム)」が、平成 24 年度より実施されている。統計数理研究所を中心に全

国の８つの大学（北海道大学、東北大学、東京大学、明治大学、名古屋大学、京

都大学、広島大学、九州大学の数学・数理科学関係の研究所や研究科・専攻等）

が協力機関となり、数学的知見や手法の活用による解決が期待できる課題の発掘

にとどまらず、数学と諸科学・産業との共同研究への道筋を作ることを目指した

様々な活動が行われている。 

 

（３）今後必要な機能・体制 

上記の（２）で述べた「数学協働プログラム」やその協力機関である各大学で

は、数学と諸科学・産業との連携によるワークショップをはじめとする「出会い

の場」や「議論の場」を通じて、課題の発掘が行われている。しかし、これらの

各大学等の間の連携・協力は必ずしも十分なものではなく、各大学等がおのおの

の特色を生かしながら相互に連携・協力できる体制が必要である。 

また、これまでのワークショップ等では、様々な分野の研究者が出会い、知識

や考え方を共有し、自由な議論を通じて互いに触発され、新たな研究の着想を得

る、という一連の活動を効率よく一気に行うことは困難であるほか、参加者の専

門分野の多様性も必ずしも十分なものではない。さらに、近年の新しい分野の研

究は、例えば米国のマテリアルインフォマティスのように長期滞在型プログラム

が契機となって発展している例が見られるが、日本での取組は十分なものではな

い。 

このような状況を改善するためには、既存の学問分野の枠組みを超え時代を先

取りするようなテーマの下に、数学をはじめとする理論系を中心に多様な分野に

おいて、国内外の第一線の研究者を一定期間滞在させ、若手研究者をはじめとす

る異分野の研究者が出会い、知識や考え方を共有し、自由な議論を通じて互いに

触発され、新たな研究の着想を得ることで、多様な分野を結合し現象の本質に迫

ることのできる若手研究者を育成するとともに、自由な議論を通じて共同研究へ

の発展を促し新たな分野を切り開くようなプログラムが有益であり、これを企画

し実施する機能や体制が我が国にも必要であると考えられる。なお、このような

プログラムの実施に当たっては、上記（２）で述べたような、数学と諸科学・産

業との協働の中核となる全国の各拠点が適切に連携を図りながら進めることも必

要である。 

 

 

Ⅲ－６ 数学イノベーションの推進により目指す将来の姿 

 最後に、これまで述べてきた数学イノベーションの推進方策の実施を通じて、実

現を目指すべき将来の姿を以下のとおり整理する。 

 

【諸科学・産業】 

○ 諸科学・産業において、数学との協働による研究の成果が評価され、数学の必

要性が具体的に認識されていること。 
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○ 数学を専攻した学生が、諸科学や産業界等の多様なキャリアパスを有するよう

になること。 

【数学研究者】 

○ 数学研究者が、諸科学や産業の問題に関心を持ち、これらの問題が「数学の問

題」にもなり得ることを認識するようになること。 

○ 数学界において、諸科学や産業との連携による研究が一定の評価を受けるよう

になること。 

【社会全体】 

○ 数学の力を活用することの重要性が、広く社会一般で認識されるようになるこ

と。 

 

以上を実現することで、自然に数学研究者と諸科学・産業との接触が生まれ、研

究へと発展し、その成果がさらに新たな数学の活用につながるようになること、す

なわち、自律的に数学イノベーションが進むようになることが期待される。
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【参考１】 

 

 

   
※ モデリングの目的：対象の理解、知識発見、予測・制御や意思決定等で

あることが多い 

 

図. 現象やもののモデル化の作業の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

現象 

もの 

計測 データ処理 

モデル

シミュレーション 評価 
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【参考２】 

諸外国における近年の数学と諸科学・産業との連携に関する取組例 

○米国 

1998 年に出された「米国の数理科学の国際評価に関する上級評価委員会報告」

（いわゆるオドム・レポート）における指摘を受け、米国政府は STEM(Science, 

Technology, Engineering and Mathematics)と称して、数学を科学・技術・工学

に並ぶものとして、その研究費を大幅に増強し、数学と他分野との学際研究に力

を入れている。また、数学系の研究機関についても、2000 年から 2002 年にかけて、

純粋応用数学研究所(IPAM)をはじめとする４つの数学関係の研究所が設置されて

おり、直近では 2011 年に Brown 大学の計算実験数学研究所が設立された。 

 

○ドイツ 

MATHEONはベルリンにある３大学（ベルリン工科大、フンボルト大学、ベルリン

自由大学）および２つの研究所（WIAS、Zuse研究所）の数学研究者による共同研

究体。40名の教授を含む200名余りの研究者で構成されており、産業、経済、科学

を対象にした応用駆動型基礎研究（‘Application-driven fundamental research）

をコンセプトとする60以上のプロジェクトを運営。活動期間は2002年から2014年

の13年間で、ドイツ研究振興協会(DFG)等から資金提供を受けており、引き続き

Einstein財団からの支援で活動を継続している。連携先の企業は、BASF、ベンツ、

BMW、フォルクスワーゲン、Siemens、IBM、マイクロソフト、ルフトハンザ、エア

バス、新日鐵、ＮＥＣ等の大企業の他、ドイツ国内の多数の中小企業。数学応用

先としては、①ライフサイエンス、②ロジスティクス、交通網、③製造、④電子・

光量子デバイス、⑤金融、⑥可視化の６分野からなる。 

 

○中国 

2009年に清華大学数学科学研究センター（Mathematical Science Center of 

Tsinghua University）が設立された。2010年には中国科学院の中に「国家数学・

学際科学センター（National Center for Mathematics and Interdisciplinary 

Sciences、国家数学与交叉科学中心）が設置された。この国家科学・学生科学セ

ンターは、金融・経済、情報、環境、材料、生命・医療等６つのInstituteからな

る数学を核とする横断領域的研究拠点であり、100名を超す新たなスタッフを導入

し、21世紀の中国における数学と諸科学・産業との協働研究の中心を担うものと

して設立された。このように異分野連携に重点を置いて数学の研究所が北京に限

らず大都市や重点都市で創設されている。例えば上海に上海数学中心（Shanghai 

Center for Mathematical Sciences）が2012年に創設されている。現在これに比

肩する規模の日本の数学拠点はない。 

 

○韓国 

数学が高度なビジネスにおける共通項であるという認識のもと、韓国を数理科

学の知に基づいた社会に変えていくことを目指して2005年に国立数理科学研究所

（NIMS）が設立されている。また、既存の大学の数学科などの枠組みでも、上記
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の研究所と連携して産業と関連したプロジェクトが実施されている。例えば

Yonsei 大学計算工学科ではサムスンなどの支援のもと、医療用イメージングの開

発プロジェクトや血流のモデル化と超音波イメージングの研究などの医学関係の

協働研究が数学者をコアとして実施されている。 
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【参考３】 

我が国における数学と諸科学・産業との協働に向けた取組例 

○研究に関する取組 

 平成 19 年度より、JST 戦略的創造研究推進事業「数学と諸分野の協働によ

るブレークスルーの探索」領域が設置され、さきがけ・CREST において、数

学研究者と諸科学研究者との協働による研究が行われている。 

http://www.jst.go.jp/crest/math/ 

 平成 21 年度から平成 25 年度まで FIRST において「複雑系数理モデル学の基

礎理論構築とその分野横断的科学技術応用」が実施された。 

http://www.sat.t.u-tokyo.ac.jp/first/ 

 上記の成果を踏まえ、平成 26 年度から、JST 戦略的創造研究推進事業にお

いて「現代の数理科学と連携するモデリング手法の構築」領域及び「社会的

課題の解決に向けた数学と諸分野の協働」領域が設置されている。また、科

学研究費補助金においては、平成 25 年度から特設分野研究の一つとして「連

携探索型数理科学」が設けられている。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/ongoing/bunyah26-1.html 

http://www.jst.go.jp/kisoken/presto/research_area/ongoing/109mathcollabo.html 

 異分野融合等を通じ、我が国に世界最高峰の研究拠点を構築することを目的

に開始された「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）」では、現在 2

つの拠点（東北大学 原子分子材料科学高等研究機構（AIMR）、東京大学 国

際高等研究所 カブリ数物連携宇宙研究機構（Kavli IPMU））において数学と

の融合によるブレークスルーを目指している。 

http://www.wpi-aimr.tohoku.ac.jp/jp/index.html 

http://www.ipmu.jp/ja 

 

○課題の発掘に関する取組 

 平成 23 年度より、数学的知見を活用して解決が期待できる課題の発掘や、

諸科学・産業との協働に必要なノウハウの抽出等を目指し、文部科学省と大

学等の共催による「数学・数理科学と諸科学・産業との連携研究ワークショ

ップ」が開催されている。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/math/index.htm?utm_medium=twitter 

 平成 24 年度からは文部科学省の委託事業として「数学・数理科学と諸科学・

産業との協働によるイノベーション創出のための研究促進プログラム（数学

協働プログラム）」が開始され、課題の発掘にとどまらず、数学者と諸科学・

産業との共同研究への道筋を作ることを目指した様々な活動が行われてい

る。 

http://coop-math.ism.ac.jp/ 
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○組織的体制に関する取組 

 一部の大学や公的研究機関においても、数学と諸科学・産業との連携・協力

を推進するための組織的取組への動きが見られ、特に、平成 25 年度以降、

九州大学マス・フォア・インダストリ研究所と明治大学先端数理科学インス

ティテュートが共同利用・共同研究拠点に認定されている。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kyoten/ 

 「数学協働プログラム」では統計数理研究所を中心として８つの大学（北海

道大学、東北大学、東京大学、明治大学、名古屋大学、京都大学、広島大学、

九州大学の数学・数理科学関係の研究所や研究科・専攻等）が協力機関とな

ってネットワークを組んで事業が推進されている。 

 東北大学の原子分子材料科学高等研究機構(WIP-AIMR)では材料科学の複数

研究ユニットを横断することを目的として数学ユニットが設置されている。 

 九州大学ではセンターオブイノベーションプログラムに採択され、共進化社

会システム創成拠点を形成している。拠点の機能の一部として、産業数学の

活用によるイノベーションが目指されており、九州大学マス・フォア・イン

ダストリ研究所が中心となって活動している。 

http://coi.kyushu-u.ac.jp/ 

 生命科学の分野では、平成 24 年度から、計測データから数理科学的手法を

用いて生命現象を理解し実験やシミュレーションで再構築するという「生命

動態システム科学推進拠点事業」が開始されており、東京大学に 2か所、京

都大学に 1か所、広島大学に 1か所の拠点が設けられている。 

http://kyoten.c.u-tokyo.ac.jp/ 

http://faculty.ms.u-tokyo.ac.jp/users/cbmdcp/ 

http://www.lif.kyoto-u.ac.jp/systemsbiology/index.html 

http://www.mls.sci.hiroshima-u.ac.jp/chrom/ja/index.html 

 このほか、一部の企業においては、ここ数年、数学的知見を活用して様々な

企業活動の効果や価値を高めることを目指した研究を行うための組織体制

が整備され、これまでにない発想による成果が出始めている。 

 

○その他 

 日本数学会や日本応用数理学会をはじめとする関連学協会においては、諸科

学・産業との連携研究の動向を数学者に紹介するワークショップや、企業の

協力を得て数学専攻学生の新たなキャリアパスを開拓するためのキャリア

パスセミナーを開催するなど、諸科学や産業との連携に向けた活動を行うよ

うになっている。 
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各大学等による個別の取組の事例 

 

諸科学・産業との協働へとつなげる活動 

（１）出会いの場」、「議論の場」の設定 

【幅広いテーマで、短期間（1 日程度）、自由に討議する研究集会やワークショップ】 

○ 数学連携サロン（北海道大学） 
http://web.math.sci.hokudai.ac.jp/center/seminar-index/workshop/ 

○ 複雑系セミナー（北海道大学） 
http://www.math.sci.hokudai.ac.jp/tag/complex_systems_seminar 

○ 北大 MMC セミナー（北海道大学） 
http://www-mmc.es.hokudai.ac.jp/els/seminar.html 

○ 応用数学連携フォーラム（東北大学） 
http://www.dais.is.tohoku.ac.jp/~amf/ 

○ 数学をコアとするスマートイノベーションプログラム（東北大学） 
http://www.dais.is.tohoku.ac.jp/~smart/ 

○ 数学の産業応用シンポジウム（東京大学） 
http://siamath.org/ 

○ チュートリアルシンポジウム（東京大学） 
http://www.ms.u-tokyo.ac.jp/~labgiga/conf_etc_info/sympo_mdv12/sympo_mvd12_hp.html 

○ 東京大学生物医学と数学の融合拠点合同研究会（東京大学） 
http://www.ibmath.jp/news1/ 

○ FIRST 合原最先端数理モデルプロジェクトシンポジウム（東京大学） 
http://www.sat.t.u-tokyo.ac.jp/first/ 

○ オープンハウスにおける特別講演および統計よろず相談室（統計数理研究所） 
○ 公開講演会（統計数理研究所） http://www.ism.ac.jp/kouenkai/ 
○ 統計数理セミナー（統計数理研究所） 

http://www.ism.ac.jp/meetings/ism-seminar-2014.html#Now 

○ 統計思考院セミナー（統計数理研究所） 

○ 現象数理学セミナー（明治大学） 
http://www.mims.meiji.ac.jp/seminars/index.html 

○ 現象数理 RDS セミナー、ＧＣＯＥコロキウム（明治大学） 
http://www.mims.meiji.ac.jp/seminars/index.html 

○ 数学産業界連携セミナー（早稲田大学） 
http://www.pde.sci.waseda.ac.jp/lab/industry.html 

○ 応用数学セミナー（京都大学） 
https://www.math.kyoto-u.ac.jp/~sakajo/KUAMS/kuams-j.html 

○ Forum "Math-for-Industry"（九州大学） 
http://www.imi.kyushu-u.ac.jp/events 

○ IMI Colloquium（九州大学） 
http://www.imi.kyushu-u.ac.jp/seminars/category/23 

○ 数学協働プログラム（統計数理研究所、北海道大学、東北大学、東京大学、明治大

学、名古屋大学、京都大学、広島大学、九州大学） 
http://coop-math.ism.ac.jp/ 
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【諸科学・産業が抱える個別具体的な課題を数学研究者に提示し一定期間（一週間程

度）連続して集中的に議論するスタディ・グループ】 

○ 産業界からの課題解決のためのスタディ・グループ（東京大学） 
http://fmsp.ms.u-tokyo.ac.jp/SG1403.pdf 

○ スタディ・グループ ワークショップ（九州大学） 

http://www.imi.kyushu-u.ac.jp/events/view/1364 

○ 数学協働プログラムスタディグループ他（統計数理研究所、北海道大学、東北大学、

東京大学、明治大学、名古屋大学、京都大学、広島大学、九州大学）・
http://coop-math.ism.ac.jp/ 

 

【その他】 

○ 知のフォーラム（東北大学） http://www.tfc.tohoku.ac.jp/ 

新たな研究分野を切り開くことを目的に、国内外トップレベルの研究者を中心に長期

間滞在し、集中的に議論する訪問滞在型の取組。 

○ 世界トップレベル拠点 原子分子材料科学高等研究機構 数学連携ユニット（東北

大学） http://www.wpi-aimr.tohoku.ac.jp/jp/index.html 

○ 組織として数学-材料科学連携研究推進とネットワーク形成委託事業「データサイエ

ンティスト育成ネットワーク形成」における諸科学・産業との連携（統計数理研究所） 
http://datascientist.ism.ac.jp/ 

○ センターオブイノベーションプログラム 共進化社会システム創成拠点（九州大学） 
http://coi.kyushu-u.ac.jp/ 

 

（２）諸科学・産業からの相談への対応 

【相談窓口によるウェブサイト、メールを通じた対応】 

○ Mathematical Quest for the Advanced Studies（北海道大学） 
http:D2/B2/web.math.sci.hokudai.ac.jp/center/field/mqas-works  

○ 応用数学連携フォーラム（東北大学） http:B/H6/www.dais.is.tohoku.ac.jp/~amf/  

○ 数学をコアとするスマート･イノベーション融合研究共通基盤の構築と展開（東北大

学） http://www.dais.is.tohoku.ac.jp/~smart/  

○ 共同研究スタートアップ （統計数理研究所） http://www.ism.ac.jp/shikoin/startup.html 

○ 委託事業「数学協働プログラム」による国研・企業からの相談対応・スタディグループ

の実施（統計数理研究所） 

○ マス・フォア・インダストリ研究所（九州大学） http://www.imi.kyushu-u.ac.jp/ 

 

【数学ツールの提供】 

○ モデリングとその数値シミュレーションを提供。（早稲田大学） 

 

人材の育成 

① 諸科学・産業との協働への参画を通じた人材の育成 

【助教、講師、特任教員等で雇用した若手研究者による研究集会等の企画・調整】 

○ 東北大学、早稲田大学、東京大学、統計数理研究所、名古屋大学、九州大学 
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【博士課程教育リーディングプログラムとの連携】 

○ 物質科学フロンティアを開拓する Ambitious リーダー育成プログラム （北海道大学） 
http://ambitious-lp.sci.hokudai.ac.jp/  

○ 数物フロンティア・リーディング大学院（東京大学） http://fmsp.ms.u-tokyo.ac.jp/  

○ 東京大学情報理工リーディング大学院プログラムに参画（統計数理研究所） 
http://www.i.u-tokyo.ac.jp/news/pdf/PR20120423.pdf 

○ 名古屋大学実世界データ循環学リーダー人材養成プログラムに参画（統計数理研

究所） 

○ お茶の水大学「みがかずば」の精神に基づきイノベーションを創出し続ける理工系グロ

ーバルリーダーの育成に参画（統計数理研究所） 

※ 上 記 ３ 大 学 と の 連 携 の 次 世 代 リ ー デ ィ ン グ シ ン ポ ジ ウ ム を 開 催 
http://leading-symposium.jp/ 

○ 充実した健康長寿社会を築く総合医療開発リーダー育成プログラム（京都大学）
http://www.lims.kyoto-u.ac.jp/  

 

③大学の数学教育研究組織における人材の育成 

【サマースクールの実施】 

○ 東北大学 http://www.dais.is.tohoku.ac.jp/~smart/forum/index.html 

○ 東京大学 http://www.ms.u-tokyo.ac.jp/activity/meeting.html 

○ 統計数理研究所 http://www.ism.ac.jp/shikoin/summer-school/index.html 

 

 【公募型人材育成事業の実施】 

○ 統計数理研究所 http://www.ism.ac.jp/kyodo/jinzai-ikusei/2014/index.html 

 

【チュートリアルの実施】 

○ 東北大学、東京大学、統計数理研究所、京都大学、九州大学 

 

【民間企業等の外部講師による講演】 

○ 明治大学、早稲田大学、名古屋大学、九州大学、統計数理研究所 

 

④新たなキャリアパスの構築 

【インターンシップの実施】 

○ 東北大学、早稲田大学、統計数理研究所、九州大学 

 

【共同研究等の研究交流】 

○ 各大学 

 

【その他】 

○ 若手研究者を中心に交流会を組織。（京都大学） 

○ 共同研究スタートアップを通じた On the Job トレーニングの実施。（統計数理研究所） 

○ 委託事業「データサイエンティスト育成ネットワーク」を通じたオンライン講義の提供。

(統計数理研究所） http://gacco.org/  

○ 文部科学省平成 24 年度大学関連系共同教育推進事業「データに基づく課題解決

が人材育成に資する統計教育質保証」総合研究大学院大学複合科学研究科として

参加（統計数理研究所）＊青山学院大学，東京大学等の８大学の連携事業 
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情報発信 

① 科学・産業向けの情報発信 

 

② 一般向けの情報発信 

【一般向け公開講座等の実施】 

○ 東北大学 

○ 東京大学 http://www.ms.u-tokyo.ac.jp/activity/lecture.html 

○ 統計数理研究所 http://www.ism.ac.jp/lectures/kouza.html 

○ 名古屋大学 https://www.nhk-cul.co.jp/programs/program_440413.html 

○ 京都大学数理解析研究所 http://www.kurims.kyoto-u.ac.jp/ja/special-01.bak.html 

○ 京都大学  
http://www.sci.kyoto-u.ac.jp/modules/bulletin/index.php?page=article&storyid=1103 

○ 九州大学 http://ext-course.math.kyushu-u.ac.jp/Welcome/xian_dai_shu_xue.html 

 

【一般向けオンラインによる講演等の発信】 

○ 東京大学 

○ 統計数理研究所 

ニコニコ生放送統数研チャンネル http://ch.nicovideo.jp/tousuuken 

統計数理研究所公式 Ustream http://www.ustream.tv/user/ism_official 

You Tube Tousuuken http://www.youtube.com/channel/UCa1uiLTppKW5vCY2fDcJhFA 

 

【オープンハウス・キャンパスによる発信】 

○ 各大学 

 

【高校生向けの取組】 

○ アウトリーチシンポジウム（東北大学） 

○ 高校生のための現代数学講座（東京大学）http://www.ms.u-tokyo.ac.jp/video/open/  

○ 数学アゴラ（名古屋大学） http://www.math.nagoya-u.ac.jp/ja/public/agora/  

○ 数学の森 in Kyoto（京都大学） http://cr.sci.kyoto-u.ac.jp/math2013/   

○ 最先端科学の体験学習講座 （京都大学）  
http://www.elcas.sci.kyoto-u.ac.jp/index.html 

○ スーパーサイエンスハイスクール等の受入れ、見学等の実施（統計数理研究所） 

 

【その他】 

○ 中学生向けの取組（東京大学） http://www.ms.u-tokyo.ac.jp/video/open/  

○ 児童・生徒を含む一般向けの講演・パネルディスカッション・展示等からなるシンポジ

ウムの実施（統計数理研究所） 

○ センサス＠スクール，科学の道具箱等の Web 公開 

センサス＠スクール http://census.ism.ac.jp/cas/ 

科学の道具箱 http://rikanet2.jst.go.jp/contents/cp0530/contents/08.html 

※センサス＠スクールでは実際のデータ，「生徒自身のデータ」を通して統計を学

習する環境を提供 

※科学の道具箱では統計とデータの基本を楽しく学ぶオンライン教材（ミニレクチ
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ャー配信も含む） 

○ 中学・高校教員向けの統計教育研修の実施（統計数理研究所） 

 

 

 

 

 

※北海道大学数学連携研究センター、東北大学原子分子材料科学高等研究機構、東北

大学応用数学連携フォーラム、東北大学数学をコアとするスマート･イノベーション融合研

究共通基盤の構築と展開、東京大学大学院数理科学研究科、東京大学最先端数理モ

デル連携研究センター、統計数理研究所、明治大学先端数理科学インスティチュート、

早稲田大学非線形偏微分方程式研究所、名古屋大学大学院多元数理科学研究科、

京都大学数理解析研究所、広島大学大学院理学研究科、九州大学マス・フォア・インダ

ストリ研究所の関係者に実施したアンケートをもとに作成。 

 



渋
滞
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
解
明
と
解
消

数
学
モ
デ
ル
に
よ
り
、
渋
滞
発
生
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
解
明
し
、
渋
滞

の
要
因
（
車
間
距
離
、
速
度
等
）を
適
切
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
こ
と

に
よ
る
渋
滞
解
消
法
を
提
唱
し
て
、
高
速
道
路
で
の
実
証
実
験
に

よ
り
そ
の
有
用
性
を
証
明
。
羽
田
空
港
貨
物
タ
ー
ミ
ナ
ル
設
計
、
工

場
の
製
造
行
程
設
計
、
物
流
倉
庫
内
に
お
け
る
商
品
の
最
適
配
置
、

商
店
街
や
店
舗
デ
ザ
イ
ン
、
カ
ー
ナ
ビ
シ
ス
テ
ム
に
も
幅
広
く
応
用
。

製
鉄
高
炉
内
の
変
化
予
測
に
よ
る
効
率
化

数
学
・
数
理
科
学
と
諸
科
学
・
産
業
と
の
協
働
に
よ
る
研
究
・
成
果
例

現
象
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
数
理
モ
デ
ル
化
に
よ
り
結

果
か
ら
原
因
を
推
定
す
る
「
逆
問
題
」と
い
う
数
学

的
手
法
を
利
用
し
て
、
製
鉄
高
炉
に
お
け
る
温
度

変
化
を
数
理
モ
デ
ル
化
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
高
炉
の
底
の
煉
瓦
に
埋
設
さ
れ
た

2
つ
の
温
度
計
の
温
度
差
デ
ー
タ
か
ら
、
高
炉
内
の

温
度
変
化
を
高
精
度
に
推
測
で
き
る
よ
う
に
な
り
、

異
常
状
態
の
予
兆
の
検
出
、
高
炉
の
制
御
の
効
率

化
に
よ
る
生
産
量
up
と
コ
ス
ト
削
減
、
C
O
2排
出
量

の
削
減
、
高
炉
の
寿
命
延
長
に
も
貢
献
し
て
い
る
。

複
雑
な
現
象
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
数
学
で
記
述

左
）
中
央
道
で
の

実
証
実
験
の
様
子

右
）
物
流
倉
庫
の

商
品
の
最
適
配
置

上
か
ら
下
に
流
れ
落
ち
る
石
鹸

膜
に
細
い
板
を
差
し
込
む
と
美
し

い
規
則
的
な
渦
の
列
（
左
の
写

真
）
が
で
き
る
現
象
に
つ
い
て
、
ト

ポ
ロ
ジ
ー
（
位
相
幾
何
学
）
を

使
っ
て
背
後
に
あ
る
複
数
の
数

学
的
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
抽
出
（
右
下

の
模
式
図
と
式
）
。

こ
の
手
法
と
数
理
流
体
力
学

に
よ
り
、
生
成
さ
れ
た
渦
の
物
体
ま
わ
り
へ
の
「
閉
じ
込
め
」
の
可
能
性
を
示

す
こ
と
で
、
従
来
の
飛
行
機
翼
に
は
な
い
高
い
飛
行
性
能
を
持
つ
新
し
い
翼

デ
ザ
イ
ン
の
実
現
す
る
の
み
な
ら
ず
，
翼
の
基
本
設
計
に
新
し
い
パ
ラ
ダ
イ

ム
の
変
化
が
も
た
ら
さ
れ
る
と
期
待
さ
れ
る
。

渦
閉
じ
込
め
機
構
の
解
明
と
新
し
い
翼
設
計

皮
膚
構
造
の
数
理
モ
デ
ル
化
と
老
化
の
解
明

皮
膚
の
表
皮
構
造
の
数
理
モ
デ
ル
化
に
よ

り
，
傷
つ
い
た
皮
膚
が
回
復
す
る
有
様
を
シ

ミ
ュ
レ
ー
ト
し
、
皮
膚
の
バ
リ
ア
機
能
を
評
価
で

き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

老
化
現
象
を
バ
リ
ア
機
能
低
下
の
視
点
か
ら

捉
え
、
老
化
を
抑
え
る
た
め
の
化
粧
品
開
発

や
皮
膚
炎
対
策
に
も
役
立
つ
可
能
性
が
あ
る
。

角
層
破
壊
か
ら
の
回
復
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

mext
タイプライタ
【参考４】
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数
学
に
よ
る
将
来
の
変
動
の
予
測
、
予
兆
の
解
明

幾
何
学
的
計
算
（ホ
モ
ロ
ジ
ー
群

の
計
算
）に
よ
り
、
タ
ン
パ
ク
質
の
大

域
的
な
幾
何
構
造
を
抽
出
し
、
タ
ン

パ
ク
質
分
子
内
の
「空
間
」
を
す
べ
て

検
索
で
き
る
計
算
ソ
フ
ト
の
開
発
が

進
め
ら
れ
て
い
る
。

こ
れ
に
よ
り
、
タ
ン
パ
ク
質
の
局
所

的
な
柔
ら
か
さ
（可
動
性
の
大
小
）を

知
る
こ
と
が
で
き
、
酵
素
や
受
容
体

の
活
性
部
位
が
予
測
可
能
と
な
る
。

診
断
画
像
デ
ー
タ
か
ら
が
ん
悪
性
度
判
定

大
腸
が
ん
組
織
の
診
断
画
像
か

ら
幾
何
学
的
な
手
法
を
用
い
て
、

集
積
度
の
高
さ
や
細
胞
の
変
形
状

態
を
数
値
化
し
、
が
ん
組
織
の
悪

性
度
を
定
量
化
。

こ
れ
に
よ
り
、
画
像
診
断
医
が
２

～
３
分
か
か
る
と
こ
ろ
を
、
迅
速
（約

2秒
）
で
正
確
（ほ
ぼ

10
0%
）な
診

断
に
資
す
る
。
画
像
診
断
医
の
負

担
軽
減
、
大
量
処
理
や
多
様
な
癌

へ
の
適
応
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

（
左
)大
腸
が
ん
組
織
の
画
像

（
右
が
ん
の
悪
性
度
を
５
段
階
に
定
量
化

幾
何
学
的
計
算
に
よ
る
タ
ン
パ
ク
質
デ
ー
タ
解
析

数
学
の
活
用
に
よ
る
大
量
・
複
雑
な
デ
ー
タ
の
解
析

大
動
脈
瘤
治
療
後
の
変
化
の
予
測

大
動
脈
に
お
け
る
血
流
解
析
と
大

動
脈
瘤
の
予
後
予
測

大
動
脈
に
お
け
る
血
流

（
旋
回
流
な
ど
）の
解
析
や

血
管
に
か
か
る
内
圧
の
分

布
を
数
理
モ
デ
ル
化
す
る
こ

と
に
よ
り
、
患
者
ご
と
の
大

動
脈
瘤
の
ス
テ
ン
ト
治
療
予

後
の
変
化
を
予
測
。

患
者
個
人
の
大
動
脈
の

形
状
に
着
目
す
る
こ
と
で
、

各
々
の
患
者
へ
の
適
切
な

治
療
が
期
待
で
き
る
。

疾
病
状
態
に
至
る
前
の
予
兆
を
検
出

健
康
状
態
か
ら
疾
病
状
態
に
分
岐
す
る
直
前
の
疾
病
前
状
態

（
遷
移
状
態
）に
お
い
て
生
体
分
子
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
不
安
定
化
プ

ロ
セ
ス
を
数
学
的
に
解
析
し
、
動
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
バ
イ
オ
マ
ー

カ
ー
と
し
て
検
出
。
超
早
期
診
断
・治
療
が
期
待
で
き
る
。

正
常
（
健
康
）
状

態
正
常
（
健
康
）
状

態
疾
病
前
状
態

異
常
（
疾
病
）
状

態
異
常
（
疾
病
）
状

態
非
可
逆

可
逆

病
状
の
進
行

病
状
の
進
行

（
高
ロ
バ
ス
ト
・
レ
ジ
リ
エ
ン
ス

性
）

正
常
状
態

疾
病
前
状
態

異
常
状
態

エ ネ ル ギ ー

エ ネ ル ギ ー

エ ネ ル ギ ー
（
低
ロ
バ
ス
ト
・
レ
ジ
リ
エ
ン

ス
性
）

（
高
ロ
バ
ス
ト
・
レ
ジ
リ
エ
ン
ス

性
）

※
水
藤
寛
（
岡
山
大
学
大
学
院
環
境
生
命
科
学
研
究
科
教
授
）
よ
り
提
供

mext
タイプライタ
39



数
学
を
直
接
活
用
し
た
豊
か
な
表
現

C
G
に
よ
る
リ
ア
ル
な
表
現

レ
ン
ダ
リ
ン
グ
方
程
式
と
呼

ば
れ
る
積
分
方
程
式
を
リ
ア

ル
タ
イ
ム
で
解
く
手
法
で
生

成
さ
れ
た
架
空
の
顔
。
多

層
構
造
を
持
つ
皮
膚
を
、
リ

ア
ル
か
つ
効
率
的
に
表
現
す

る
た
め
に
、
モ
ン
テ
カ
ル
ロ
法

を
応
用
し
た
数
理
モ
デ
ル
を

利
用
し
て
い
る
。

デ
ー
タ
か
ら
は
見
え
な
い
も
の
を
抽
出
・
可
視
化

陽
子
と
水
素
原
子
の
衝
突
の
際
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
布
関
数
の

数
値
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
結
果
に
つ
い
て
、
ト
ポ
ロ
ジ
ー
が
変
化
す

陽
子
と
水
素
原
子
の
衝
突
現
象
の
可
視
化

る
等
値
面
を
強

調
す
る
よ
う
に
伝

達
関
数
を
設
計

す
る
こ
と
で
、
そ

の
部
分
が
強
調

さ
れ
て
可
視
化
さ

れ
る
。

引
用
：
Za

ra
go

za
大
学
、

D
ie

go
 G

ut
ie

rr
ez
教
授

材
料
カ
ッ
ト
の
最
適
化
（
廃
棄
量
の
最
小
化
）

従
来
は
経
験
豊
富
な
職
人
技
だ
っ
た
宝
石
加
工
に
お
い
て
、
各
々
が
全
く

異
な
る
形
状
の
原
石
か
ら
、
廃
棄
量
を
最
小
化
し
つ
つ
宝
石
と
し
て
価
値
の

高
い
形
（
例

:ブ
リ
リ
ア
ン
ト
カ
ッ
ト
）
で
カ
ッ
ト
す
る
際
の
４
次
元
的
な
最
適
解

（
縦
、
横
、
高
さ
、
順
番
）
を
求
め
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
と
加
工
機
械
を
セ
ッ
ト
で
開

発
。
自
動
化
や
収
量
の
大
幅

up
を
達
成
。
元
々
は
幾
何
学
を
利
用
し
た
木

材
加
工
問
題
で
得
た
知
見
を
発
展
。
様
々
な
対
象
に
応
用
可
能
。

数
学
が
最
適
解
を
提
示

エ
ン
ジ
ン
の
適
合
試
験
の
効
率
化

凸
最
適
化
と
よ
ば
れ
る
幾
何
学

的
な
手
法
を
用
い
て
、
10
以
上

あ
る
パ
ラ
メ
ー
タ
を
制
御
す
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
る
自
動
車
エ
ン

ジ
ン
の
適
合
試
験
等
を
効
率
化
。

国
産
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
実
装
さ
れ

て
い
る
。

提
供
：
株
式
会
社
小
野
測
器

数
学
を
活
用
し
た
実
験
の
効
率
化

mext
タイプライタ
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【参考５】 

研究成果の水平展開の事例 

○ウェーブレット変換 

熱伝導の方程式を解くために考案されたフーリエ変換を越え、20 世紀初頭に断

片的研究が始まったウェーブレット変換の応用の広がりは画像処理、信号処理、

データ圧縮、音声認識、ECG 分析、DNA 解析、そしてマルチフラクタル解析等にも

至っている。 

○フーリエ変換（三角関数等を用いて波を研究するのに用いる数学理論） 

波を画像で表示するオシロスコープのような装置で使われているのみならず、

現在では、医療機器であるMRIの中心的原理にもなっている。 

○情報幾何の理論研究 

情報幾何学は、統計モデルを幾何学的視点からみるという発想から誕生し、さ

らに、学習理論、符号理論等へ応用され、統計学と微分幾何学を一挙に発達させ

た。 

○ＣＴをめぐる研究 

積分幾何学のアイデアを用いた ＣＴスキャン等の開発研究は現代の医療現場

では決定的である。このアイデアの最初の応用は天文学にあったが、現代の地震

学、高炉のコントロール等、一見して医療とは異なる科学技術の広い分野におけ

る応用をも持つに至っており、逆問題として明確に定式化され、数学理論面から

も研究が進展している。 

○回帰モデル、分散分析、因子分析法 

遺伝学の研究において導入された回帰モデルや分散分析，教育心理学において

導入された因子分析法等は，現在では，あらゆる分野の多変量データ解析で用い

られる汎用的方法となっている． 

 

思わぬ応用への拡がりの事例 

○赤池情報量規準（AIC） 

セメントの品質安定制御のためのフィードバックシステム解析から出発した赤

池情報量規準(AIC)は、統計的モデリングのための一般的規準となり，生物学，地

球科学，工学，経済学等の幅広い分野に応用されている。 

○確率論における伊藤解析 

確率論における伊藤解析は、金融工学という創始者も予期せぬ方向に展開し、

現代社会に大きな影響を与えるに至った。 

○整数論 

長年応用をもたなかった整数論は、素因数分解の計算困難性に着目し始まった

暗号理論の基礎として現代の情報セキュリティに不可欠である。また、暗号技術

の進歩と歩調を合わせて発展する整数論や代数幾何は、史上最大と言われる数学

研究者ガウスの夢をはるかに超えて高度に抽象化された数学理論の高みに到達し、

いまなお自律的に大きく進化し続けている。 
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○コッホ曲線 

コッホ曲線は、フラクタル幾何学として発展し、現在の画像幾何では欠かせな

い応用をもっている。 

○有限体上の代数幾何 

代数的図形を扱う代数幾何の簡易版のような位置づけで研究され始めたが、現

在では、ノイズの入る通信網で信号を効率的に送る符号理論の重要な基礎理論と

もなっている。有限体上の代数幾何が、有用な“符号”を作り出すことが出来る

ことによって通信の質を保証するのに役立っている。 
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【参考６】 

 

数学研究者と諸科学・産業の研究者との連携によるワークショップ 

の企画運営に必要な手法やノウハウについて 

 

 

数学研究者と諸科学研究者や産業の研究者・技術者とが課題解決に向けて協力して

いくために必要な手法やノウハウについて、両者の連携によるワークショップの企画運営

方法を中心に、以下のとおり整理した。 

なお、これは、平成 23 年度に文部科学省と大学等が共催により開催した「平成 23

年度 数学・数理科学と諸科学・産業との連携研究ワークショップ」の各運営責任者

（オーガナイザー）及び参加者へのアンケート調査や、「オーガナイザー会議」(※)

における議論等を踏まえて整理したものである。 

 

(※)オーガナイザー会議 

開催日時：平成 24 年 3 月 26 日(月) 10:00～12:00 

開催場所：東京理科大学神楽坂キャンパス 

出 席 者：13WS よりオーガナイザー15 人、数学イノベーション委員 5 人 

 

１ テーマ設定、講演者・発表者の人選や依頼 

（１）テーマ設定 

・ 中途半端な議論で終わらないように、相手の分野の専門家を呼んで、数学側から

は数学ができることの提示、相手分野からは足りない点の指摘を行い、互いに議

論をぶつけ合って新しいものを生み出すことを意識した。 

・ 半年前に開催した 1 回目の研究集会はテーマを広めにして開催し、その結果絞っ

た議論も可能だと判断したため、2 回目は分野を絞り、それに即して講演者を依

頼した。単に絞るだけであれはプロジェクト研究としてやればよいので、いかに

興味深い研究テーマを抽出できるかが重要。 

・ オープンな場で企業からの問題提起をお願いする場合、企業秘密が障害となる

が、見返りとして従来の閉じた人間関係では得られない、思いがけない解決策が

見つかる可能性がある。どこまで肉薄するテーマが出てくるかは、オーガナイザ

ーと企業側の信頼関係や継続的な対話が重要。同一業種で共通的なテーマ設定が

できると数学側にとって一番やりやすい。 

・ 先端の技術が必ずしも製品に結びつくわけではない。産業界の動向を深く見極め

た上でのテーマ設定が必要。欧州ではテーマを絞ってやっており、日本はこの種

の取組は遅れており危機感を持っている。 

 

（２）講演・発表者の人選に当たり、どのような工夫をしたか。 

・ テーマや開催趣旨・問題意識に即した発表をしていただける方を人選した。 

・ 工学系の研究者にとって数学系の研究集会で話をするのは躊躇されやすいので、

以前講演を依頼した工学系研究者経由で新しい人へ依頼した。 
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（３）講演・発表者へ依頼をする際には、どのような工夫をしたか。 

・ ワークショップ等の開催趣旨や問題意識を十分に説明した。 

・ 数学的に厳密な話ではなく、問題やアイデアが分かるような発表を依頼した。講

演を依頼できるような産業界の知人がいないので、工学系研究者の発表を通じて

産業界の課題を抽出し議論するようにした。 

 

２ 事前準備、広報・周知方法 

（１）事前準備ではどのような工夫をしたか。 

・ ML 等で開催案内を流す前に、発表概要や講演者紹介の情報が掲載されたホーム

ページを用意しておく。特に企業関係者が参加を判断する際に重要。 

・ 近くの都市で開催された応用数理学会に合わせて、同一出張で参加可能な日に開

催した。 

（２）ワークショップ開催について、どのような広報・周知方法をとったか。 

・ オーガナイザーや講演者からの直接的な紹介が過半数、ML が 3 割で、これらが 8

割を占めるが、ホームページやポスター等も新規の参加者開拓には必要。 

・ ポスターを 200 枚作成し、全国の大学の数学科や物理学科に送付した。 

 

３ 当日の進行 

（１）当日の進行でどのような工夫をしたか。 

・ 冒頭にオーガナイザーから開催趣旨や問題意識を説明した。 

・ 専門外の研究者に分かるような予備知識も含んだ講演を依頼した。 

・ 参加者が発表者を囲んで小グループに分かれて、質疑応答や意見交換ができる時

間を設けた。 

・ イーゼル型 A0 メモパッドを使い、アイデアをどんどん書き出し、壁に貼り出し

て議論を可視化した。 

・ 要所でオーガナイザーが解説を行い、参加者の理解を促すようにした。特に大学

院生にとっては、勉強していることと世の中のつながりが理解できて非常に有益

だったと聞いている。 

・ 発表より質疑応答の時間を長めに取った。 

 

４ ワークショップ開催の成果 

（１）ワークショップ開催の成果 

・ 74％の参加者（461 人中 334 人）が有用な新しい知見やアイデアを得たと回答。 

・ オーガナイザーからの回答では、諸科学・産業界の研究者との新たな人脈ができ

た、が一番多い。共同研究の芽が出たとの回答も 25％有り。 

・ 外国人講演者の講演が非常に勉強になった。 
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（２）文科省との共催効果 

・ 講演依頼がし易くなった。 

・ 学内の協力が得やすくなった。 

・ オーガナイザー間で横のつながりができたり、これまで個別の取組だったため見

えなかった活動が可視化されたりした。 

 

５ 今後の企画・運営について改善すべき点、参加者からのリクエスト 

（１）テーマの設定 

・ 研究集会で絞ったテーマを議論するだけでなく、分野を俯瞰できるようなシンポ

ジウムやセミナーをやってほしい。 

・ 短期的にみると多くの参加者にとって自分の研究の中心になりにくいので、現実

的な着地点として、小さくても確実に良い結果が見込まれる計画を予め設定し、

参加者間で認識を共有しておくことが重要。 

 

（２）発表者の人選、参加者数やその割合 

・ 現実的な課題について議論するには、企業からの参加者を増やすと面白い。 

・ 諸科学分野の参加者が多く、数学研究者の参加が少なかった。 

・ 数学の基礎部分の講演者も含めた方がよい。 

・ 海外の招待講演者を加えると、参加者を増やすには有効だが、お金がかかる。 

・ 参加人数を絞って、自由討論と作業する時間を設ける方法もある。 

 

（３）開催時期・期間 

・ 冬期は天候により航空便の欠航のリスクがある。 

・ 集中力を保って議論をするためには１～２日が適当。 

 

（４）開催規模（参加者数等） 

・ 目的に応じて、30 人以下の小規模のものと、40～50 人以上の中大規模のものと

を使い分ける。例：密な議論を行いたいのであれば小規模、トピックを増やして

分野を俯瞰するのであれば中規模以上というのが考えられる。 

 

（５）事前の準備、当日の運営 

・ 講演概要を事前に作成し、参加者に共有してほしい。 

・ 講演者の連絡先を配って欲しい 

・ 講演時間に余裕をとったつもりだったが、専門分野外の講演への質疑が多く、時

間が足りなくなってしまった。 

 

（６）広報・宣伝 

・ 学会等の ML に流すだけでなく、企業内 ML は難しいかもしれないが業界団体の

ML 等、二次的な ML に流せれば広がるのでは。 
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（７）会場の設営 

・ 無線 LAN 設備が必要 

・ プロジェクターに加えて、黒板・白板が使える会場が必要 

 

（８）その他 

・ 数学研究者の参加は大事だが、学生が参加し育っていくことがより重要 

・ 異分野間の人脈を作るには、早い段階でバンケットを設定する。 

・ 英文ホームページだけでは日本語検索に引っかかってこないので、最低限の情報

を載せた日本語ホームページも必要。 

・ 文科省からの資金的な援助は、特に研究費の乏しい若手研究者の参加には重要。 

 

６ 今後のフォローアップ、その他 

○ワークショップ終了後のフォローアップとして何が必要か。 

・ ホームページ等で講演者のプレゼン資料を公開する。 

・ 次回のワークショップにつながるような問題や課題を提言するようにすれば、ワ

ークショップが進化していくと思う。 

・ 数学・数理科学と諸科学・産業技術分野と連携して取り組める問題のリストを作

成して公開し、自由に活用できるようにする。 

・ 数学の応用面に関しては、相手側の評価を聞くことが重要。数学側の発展に貢献

しないこともあり得るので、スタンスの置き方は大切。 

・ 数学のような真理を探究する科学と、応用とでは全く異なるセンスが必要。全員

が応用をやれというのではなく、双方が連携してよいものを生み出すという大方

針を打ち出すのが、世の中の認識を誤解させないためにも必要だろう。 

・ 目的を常に複合的に、様々な取組を関連づけて行う必要がある。研究集会の開催

だけでなく、易しいテーマでセミナーをやって参加者の裾野を広げることも重

要。 

・ 研究会やセミナーの継続的な開催 

・ 関連情報の継続的収集・発信 

・ 文科省がワークショップの開催結果報告書をホームページで公開し、共有する。 

・ 文科省がオーガナイザー会議を開催し、WS 相互の情報共有を図る。 
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【参考７】 

知的財産権に関わる問題の例 

 

① 共同研究契約締結前 

共同研究のテーマや内容が固まり共同研究を開始しようと思っても、共同研究契約

締結に向けた交渉に時間を要する（２ヶ月から数ヶ月程度かかることが多い）ため、

共同研究契約締結までの間、研究が遅滞する可能性がある。 

 

②共同研究契約締結後 

ア）守秘義務の問題 

共同研究契約において、企業は大学の研究者に対して、企業側から提供する各種

情報やデータの守秘義務や、研究成果に関する守秘義務を課すことが普通である。

このため、研究成果を公開するにあたっては当該企業の了解が得られるよう、他の

事例で説明する等の工夫を要する。場合によっては、研究成果の公開自体が難しく

なることもある。 

 なお、共同研究において、企業が製造技術等のノウハウが含まれるデータの提供

自体を敬遠することも多い。その場合には、企業研究者はデータなしで実際の課題

を説明することを余儀なくされ、予備知識の少ない数学研究者に課題を理解しても

らうのに多大な労力が必要となる。 

 

イ）特許出願に関する問題 

研究成果に関して特許出願をする場合、大学と企業との特許持分比率を決定し、

特許出願に至るまでに時間がかかり、その間は研究成果を発表できなくなる等の問

題が生じる。また、特許出願をしない場合でも、当該研究成果が公知のものとはな

らないため、当該企業の了解が得られないと研究成果を発表できないことになる。 

 

③共同研究契約終了後 

 特許持分比率によっては、その共同研究成果をさらに発展させたその後の研究成果

を発表するに際しても、当該企業の事前了解が必要となる場合がある（例えば、学会

発表の２ヶ月前にその企業の審査を受けなければならなくなる）。 
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【参考８】 

 

ワークショップ開催後に具体的進展が見られた事例 

 

医療用画像解析、タンパク質の構造解析に対する数理的手法の応用 

生命科学、工学等との連携により、CT や MRI をはじめとする医療用画像解析、タ

ンパク質の構造解析に数理的手法である応用トポロジーを応用することで、新たな

展開が進みつつある。 

 

雲粒子や降水粒子の形成の数理モデル化による地球環境変動予測への応用 

気象学、物理学、情報学等との連携により、雲粒子や降水粒子の形成に関する数

理的モデルを構築することで地球環境変動の長期的な予測に向けた展開しつつある。 

 

乱流の幾何学的観点からの定式化を通じた数理解析 
工学、環境科学、情報学等との連携により車、造船、航空産業等で活用される流体
力学に対し幾何学的観点からの定式化を行い、大規模数値解析をすることにより、
新たな展開が進みつつある。 
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科学技術・学術審議会 先端研究基盤部会 

数学イノベーション委員会 委員名簿 

 

（臨時委員） 

大 島 ま り  東京大学大学院 情報学環 教授 / 東京大学 生産技術研究所 

教授 

北 川 源四郎  大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構長 

◎若 山 正 人   九州大学 マス・フォア・インダストリ研究所長 

 

（専門委員） 

合 原 一 幸  東京大学 生産技術研究所 教授 

青 木 玲 子  一橋大学 経済研究所 教授 

安 生 健 一  株式会社オー・エル・エム・デジタル R&D スーパーバイザー  

伊 藤   聡  独立行政法人 理化学研究所 計算科学研究機構 コーディネーター 

小 谷 元 子  東北大学大学院理学研究科 教授 / 東北大学 原子分子材料

科学高等研究機構長 

杉 原 正 顯  青山学院大学 理工学部物理･数理学科 教授 

高 橋 桂 子 独立行政法人 海洋研究開発機構 地球情報基盤センター長 

中 川 淳 一    新日鐵住金株式会社 技術開発本部 

                先端技術研究所 数理科学研究部 上席主幹研究員 

西 浦 廉 政  東北大学 原子分子材料科学高等研究機構 教授 

宮 岡 洋 一  東京大学大学院 数理科学研究科 教授 

○ 森   重 文  京都大学 数理解析研究所 教授 

 

◎:主査、○主査代理 
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数学イノベーション委員会における審議の経過 
 

 

○第 1回 数学イノベーション委員会（平成 23年 6月 30日） 

 ①検討項目や審議計画について審議 

 

○第 2回 数学イノベーション委員会（平成 23年 9月 22日） 

 ①諸科学より意見聴取 

  ＜地震・防災関係＞ 

   堀 宗朗 東京大学地震研究所 教授 

  ＜データマイニング関係＞ 

   鷲尾 隆 大阪大学産業科学研究所 教授 

 ②報告書に盛り込むべき項目案の審議 

 

○第 3回 数学イノベーション委員会（平成 23年 11月 2日） 

 ①諸科学より意見聴取 

  ＜ライフサイエンス関係＞ 

   金子 邦彦 東京大学大学院総合文化研究科 教授 

  ＜環境科学技術関係＞ 

   江守 正多 国立環境研究所環境研究センター温暖化リスク評価研究室長 

 ②報告書に盛り込むべき項目案の審議 

 

○第 4回 数学イノベーション委員会（平成 24年 1月 26日） 

 ①諸科学・産業の委員より意見聴取 

   青木 玲子 一橋大学経済研究所 教授 

   大島 まり 東京大学大学院情報学環 教授 

   安生 健一 株式会社オー・エル・エム・デジタル R&Dスーパーバイザー 

中川 淳一 新日本製鐵株式会社 技術開発本部先端技術研究所 

      数理科学研究部 主幹研究員 

 ②報告書案（第Ⅰ章：背景）の審議 

 

○第 5回 数学イノベーション委員会（平成 24年 3月 15日） 

 ①産業界との連携・協力について意見聴取 

   西成 活裕 東京大学先端科学技術研究センター 教授 

 ②報告書案（第Ⅱ章：現状認識、第Ⅲ章：推進方策）の審議 

 

○第 6回 数学イノベーション委員会（平成 24年 4月 13日） 

 ①産業界より意見聴取 

   森本 典繁 日本アイ・ビー・エム株式会社 東京基礎研究所長 

 ②報告書案（第Ⅲ章：推進方策）の審議 
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○第 7回 数学イノベーション委員会（平成 24年 5月 28日） 

 ①数学・数理科学関係者より意見聴取 

   津田 一郎 北海道大学電子科学研究所／数学連携研究センター 教授 

   若山 正人 九州大学マス･フォア･インダストリ研究所所長 

   小谷 元子 東北大学原子分子材料科学高等研究機構長 

 ②報告書案（第Ⅲ章：推進方策）の審議 

 

○第 8回 数学イノベーション委員会（平成 24年 7月 24日） 

 ①数学・数理科学関係者より意見聴取 

   三村 昌泰 明治大学先端数理科学インスティテュート 所長 

 ②報告書案（中間報告）の審議 

 

○第 9回 数学イノベーション委員会（平成 24年 12月 11日） 

数学・数理科学関係者より意見聴取 

   野水 昭彦 科学技術振興機構 技術参事 

   水藤 寛  岡山大学大学院環境生命科学研究科 教授 

   田中 冬彦 東京大学大学院情報理工学系研究科 助教 

   坂上 貴之 北海道大学大学院理学研究院 教授 
 

○第 10回 数学イノベーション委員会（平成 25年 1月 21日） 

数学・数理科学関係者より意見聴取 

  山本 昌宏 東京大学大学院数理科学研究科 教授 

  穴井 宏和 株式会社富士通研究所 ITシステム研究所 数理解析グループ 

        主管研究員 
 

○第 11回 数学イノベーション委員会（平成 25年 6月 4日） 

委員より意見聴取 

合原 一幸 東京大学生産技術研究所 教授 

髙橋 桂子 海洋研究開発機構先端情報システム創成理工学プログラム 

プログラムディレクター 
 

○第 12回 数学イノベーション委員会（平成 25年 7月 30日） 

①委員及び外部有識者より意見聴取 

西浦 廉政 東北大学 原子分子材料科学高等研究機構 教授 

  伊藤 聡  理化学研究所 計算科学研究機構 コーディネーター 

  高田 章  旭硝子株式会社中央研究所 特任研究員 /  

日本応用数理学会長 

②今後の推進方策について審議 
 

○第 13回 数学イノベーション委員会（平成 25年 8月 30日） 

①委員より意見聴取 

中川 淳一 新日鐵住金株式会社 技術開発本部 

先端技術研究所 数理科学研究部 上席主幹研究員 

   合原 一幸 東京大学生産技術研究所 教授 

   伊藤 聡  理化学研究所 計算科学研究機構 コーディネーター 
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 ②今後の推進方策について審議 

 

○第 14回 数学イノベーション委員会（平成 25年 12月 16日） 

報告書に記載すべき事項について審議 

 

○第 15回 数学イノベーション委員会（平成 26年 3月 27日） 

①委員より意見聴取 

  小谷 元子 東北大学大学院理学研究科 教授 / 東北大学 原子分子材料

科学高等研究機構長 

②報告書に盛り込むべき内容について審議 

 

○第 16回 数学イノベーション委員会（平成 26年 5月 27日） 

①数学・数理科学関係者より意見聴取 

樋口 知之 統計数理研究所長 

伊藤 聡  統計数理研究所 教授 

池川 隆司 早稲田大学理工学術院 研究員客員教授 

中村 雅信 株式会社ハーモニックドライブシステムズ 取締役 

舟木 直久 東京大学大学院数理科学研究科 教授 / 日本数学会

理事長 

 ②報告書取りまとめに向けた審議 

 

○第 17回 数学イノベーション委員会（平成 26年 7月 4日） 

 報告書取りまとめに向けた審議 
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